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和歌山市税条例等の一部を改正する条例を公布する。 

令和４年３月３１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市条例第１５号 

和歌山市税条例等の一部を改正する条例 

 （和歌山市税条例の一部改正） 

第１条 和歌山市税条例（昭和２９年条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

  第３８条の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同条第１項中第３号を第４号

とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

（２）所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にす

る配偶者（第３１条第３項に規定する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給与の支払を受け

るもの及び同条第４項に規定する事業専従者に該当するものを除き、合計所得金額が１３３万円以下であ

るものに限る。次条第１項において同じ。）の氏名 

  第３８条の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同条第１項中「あつて、」の

次に「特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下であるものに限る。）の自己と生計

を一にする配偶者（退職手当等（第５１条の４に規定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）に

係る所得を有する者であつて、合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。第２号において同

じ。）又は」を、「控除対象扶養親族」の次に「であつて退職手当等に係る所得を有しない者」を加え、同項

中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

（２）特定配偶者の氏名 

  第４０条第５項第２号及び第５０条第３３項ただし書中「、磁気テープ」を削る。 

  第５１条の３第４項中「第１１項」を「第１３項」に、「第６項及び」を「第７項及び」に、「及び次項」

を「から第６項まで」に、「及び第６項」を「から第７項まで」に、「この項に」を「この項から第６項まで

に」に改め、同条第５項中「法人税法第６９条第１６項の規定の適用がある」を「次に掲げる場合のいずれか

に該当する」に、「、前項」を「、同項」に改め、同項に次の各号を加える。 

（１）法人税法第６９条第１６項（第１号に係る部分に限る。）の規定の適用がある場合（同号に掲げる場合

における税額控除額が当初申告税額控除額と異なる場合に限る。） 

（２）法人税法第６９条第１６項（第２号に係る部分に限る。）の規定の適用がある場合 

（３）地方法人税法第１２条第６項（第１号に係る部分に限る。）の規定の適用がある場合（同号に掲げる場

合における税額控除額が当初申告税額控除額と異なる場合に限る。） 

  第５１条の３第１１項中「第６項及び第７項」を「第７項及び第８項」に改め、同項の表第６項の項中「第

６項」を「第７項」に、「第９項」を「第１１項」に改め、同表第７項の項中「第７項」を「第８項」に改め、

同条第１１項を同条第１３項とし、同条第１０項中「第６項及び第７項」を「第７項及び第８項」に改め、同
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 項の表第６項の項中「第６項」を「第７項」に、「第９項」を「第１１項」に改め、同表第７項の項中「第７

項」を「第８項」に改め、同条第１０項を同条第１２項とし、同条第９項第１号中「第６項」を「第７項」に、

「第７項」を「第８項」に改め、同項第２号中「第６９条第２０項」を「第６９条第２１項」に改め、「場合

」の次に「（同項第１号及び第３号に掲げる場合における税額控除不足額相当額又は税額控除超過額相当額が

当初申告税額控除不足額相当額又は当初申告税額控除超過額相当額と異なる場合に限る。）」を加え、同項に

次の１号を加える。 

（３）地方法人税法第１２条第１１項（第１号及び第３号に係る部分に限る。）の規定の適用がある場合（同

項第１号及び第３号に掲げる場合における税額控除不足額相当額又は税額控除超過額相当額が当初申告税

額控除不足額相当額又は当初申告税額控除超過額相当額と異なる場合に限る。） 

  第５１条の３第９項を同条第１０項とし、同項の次に次の１項を加える。 

１１ 対象事業年度について前項の規定を適用して第５０条第２９項に規定する申告書の提出又は法第３２１

条の１１第１項若しくは第３項の規定による更正がされた後における前２項の規定の適用については、前項

の規定にかかわらず、当該申告書に添付された書類に当該対象事業年度の税額控除不足額相当額若しくは税

額控除超過額相当額として記載された金額又は当該更正に係る当該対象事業年度の税額控除不足額相当額若

しくは税額控除超過額相当額とされた金額を当初申告税額控除不足額相当額又は当初申告税額控除超過額相

当額とみなす。 

  第５１条の３第８項中「この項」の次に「から第１１項まで」を加え、同項を同条第９項とし、同条第７項

中「及び第９項第１号」を「から第１１項まで」に改め、同項を同条第８項とし、同条第６項中「次項から第

９項まで」を「次項から第１０項まで」に、「この項から第９項まで」を「この項から第１１項まで」に、「

この項及び第９項第１号」を「この項及び第１０項第１号」に改め、「（前項の規定の適用を受けたものを除

く。）」を削り、「申告書に添付された書類」及び「更正」の次に「のうち、最も新しいもの」を加え、「第

８項及び第９項第１号」を「第９項から第１１項まで」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項の次に次

の１項を加える。 

６ 適用事業年度について前項（第１号及び第３号に係る部分に限る。）の規定を適用して第５０条第２９項

に規定する申告書の提出又は法第３２１条の１１第１項若しくは第３項の規定による更正がされた後におけ

る前２項の規定の適用については、前項の規定にかかわらず、当該申告書に添付された書類に当該適用事業

年度の税額控除額として記載された金額又は当該更正に係る当該適用事業年度の税額控除額とされた金額を

当初申告税額控除額とみなす。 

  第５１条の３の４第２項中「第６項」を「第７項」に、「第１０項及び第１１項」を「第１２項及び第１３

項」に改める。 

  第５３条の３第３項中「勧告若しくは」を削る。 

  第６２条第２項中「第２条第６項に規定する一般ガス導管事業者」の次に「（同法第５４条の２に規定する

特別一般ガス導管事業者を除く。以下この項において同じ。）」を加え、「同条第５項」を「同法第２条第５

項」に改める。 

  附則第２条第１項第１号中「令和３年１２月３１日」を「令和５年１２月３１日」に改め、同条第６項第１

号中「に第１項」を「に同項」に改める。 

  附則第２条の２第１項第１号中「令和３年１２月３１日」を「令和５年１２月３１日」に改め、同条第６項

第１号中「に第１項」を「に同項」に改める。 

  附則第２条の３の２第１項中「令和１５年度」を「令和２０年度」に、「令和３年」を「令和７年」に改め、

同項第１号中「第１７項」を「第１９項」に改める。 

附則第４条の３の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（法人の市民税の非課税）」を付する。 

  附則第４条の４を削る。 

  附則第５条の３第１項中「第５１条の３第７項」を「第５１条の３第８項」に、「同条第１０項及び第１１

項」を「同条第１２項及び第１３項」に、「第６項」を「第７項」に、「、第７項」を「、第８項」に改める。 

  附則第６条第１項中「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和６年

３月３１日まで」に改め、同項第３号を削り、同条第２項中「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで
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 」を「令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで」に改め、同項第５号中「使用する者が」を「使用する

者（令和４年４月１日以後に供用が開始された同法第２条第３号に規定する公共下水道の同条第７号に規定す

る排水区域内の工場又は事業場（以下この号において「工場等」という。）において当該供用が開始された日

前から引き続き事業を行う者に限る。）が当該工場等に」に改め、同条第３項中「令和３年度」を「令和５年

度」に改め、同条第６項中「平成２２年４月１日から令和４年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令

和６年３月３１日まで」に、「５分の３」を「３分の２」に改め、同条第９項中「第１５項」を「第１４項」

に改め、同条中第１２項を削り、第１３項を第１２項とし、第１４項を第１３項とし、同条第１５項中「令和

４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項中「令和４年３

月３１日」を「令和６年３月３１日」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１７項を同条第１６項とし、

同条第１８項中「第２４項」を「第２３項」に改め、同項を同条第１７項とし、同条中第１９項を第１８項と

し、第２０項を第１９項とし、第２１項を第２０項とし、同条第２２項中「電気事業者による再生可能エネル

ギー電気の調達に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）第２条第３項」を「再生可能エネルギー電

気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）第２条第２項」に、「同条第４項第６号」

を「同条第３項第６号」に、「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改め、同項第１号ア中「電

気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」を「再生可能エネルギー電気の利用の促

進に関する特別措置法」に、「この号」を「この号及び次号ウ」に改め、同項を同条第２１項とし、同条第２

３項中「令和４年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に改め、同項を同条第２２項とし、同条第２４項を

同条第２３項とし、同条第２５項中「令和４年３月３１日までの間に」を「令和７年３月３１日までの間に新

設した」に改め、同項を同条第２４項とし、同条第２６項中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日

」に改め、同項を同条第２５項とし、同条中第２７項を第２６項とし、第２８項を第２７項とし、第２９項及

び第３０項を削り、同条第３１項中「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律

第４９号）附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日」を「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特

別措置法の一部を改正する法律（令和４年法律第  号）の施行の日」に、「同法第１５条」を「所有者不明

土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律第４９号）第１５条」に改め、「３分の２」の次

に「（当該土地及び償却資産のうち同法第２条第３項第８号に掲げる事業により整備する施設の用に供するも

のにあつては、当該土地及び償却資産に係る固定資産税又は都市計画税の課税標準となるべき価格の４分の３

）」を加え、同項を同条第２８項とし、同条第３２項を同条第２９項とし、同条第３３項中「令和２年４月１

日」を「農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第  号）の施行の日」に、「令和

４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に、「農地中間管理事業の推進に関する法律第２６条第１項の規

定により公表された協議の結果において、市が適切と認める区域における農業において中心的な役割を果たす

ことが見込まれる農業者とされた者」を「同法第１９条第７項の規定による公告があつた同条第１項に規定す

る地域計画において同条第３項の規定により地図に表示された同法第４条第１項に規定する農用地等に係る同

法第１９条第３項に規定する農業を担う者」に改め、同項を同条第３０項とし、同条第３４項中「令和４年３

月３１日」を「令和６年３月３１日」に改め、同項を同条第３１項とし、同条第３５項中「令和４年３月３１

日」を「令和６年３月３１日」に、「第２６条」を「第２８条」に改め、同項を同条第３２項とし、同条第３

６項を同条第３３項とする。 

附則第６条の２中「若しくは第１２項」を削る。 

附則第６条の３中「令和３年度」を「令和８年度」に改める。 

附則第７条第１項中「昭和３８年１月２日から令和４年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和６

年３月３１日まで」に改め、「第７条の４の２第１項において同じ。）」の次に「（住宅の新築に係る都市再

生特別措置法第８８条第１項の規定による届出に係る同条第３項の規定による勧告（以下この項において「勧

告」という。）を受けた者が、同条第５項の規定により当該勧告に従わなかつた旨を公表された場合における

当該勧告に従わないで新築した住宅（その敷地の用に供する土地の全部又は一部が同項に規定する区域に含ま

れるものに限る。）を除く。以下この条において同じ。）」を加え、同条第２項中「昭和３９年１月２日から

令和４年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで」に改める。 

附則第７条の２第１項中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に、「第１０条第２号」を「第
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 １１条第１項」に改め、同条第２項中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改める。 

附則第７条の３第４項中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改める。 

附則第７条の４第１項、第４項及び第５項中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改め、同

条第９項中「平成２０年１月１日」を「平成２６年４月１日」に、「同年４月１日から令和４年３月３１日ま

で」を「令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで」に、「改修工事で」を「改修工事その他の工事で」

に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に、「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等

住宅」に改め、同条第１０項中「平成２０年１月１日」を「平成２６年４月１日」に、「同年４月１日から令

和４年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで」に、「熱損失防止改修工事」を

「熱損失防止改修工事等」に、「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等専有部分」に改め、同条第

１１項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住宅」に、「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防

止改修等専有部分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改め、同条第１２項中「熱損

失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住宅」に、「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等専有部

分」に改める。 

附則第７条の４の２第１項中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改め、同条第４項中「平

成２０年１月１日」を「平成２６年４月１日」に、「平成２９年４月１日から令和４年３月３１日まで」を「

令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に、

「特定熱損失防止改修住宅」を「特定熱損失防止改修等住宅」に改め、同条第５項中「平成２０年１月１日」

を「平成２６年４月１日」に、「平成２９年４月１日から令和４年３月３１日まで」を「令和４年４月１日か

ら令和６年３月３１日まで」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に、「特定熱損失防止

改修住宅専有部分」を「特定熱損失防止改修等住宅専有部分」に改め、同条第６項中「特定熱損失防止改修住

宅又は」を「特定熱損失防止改修等住宅又は」に、「特定熱損失防止改修住宅専有部分」を「特定熱損失防止

改修等住宅専有部分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改め、同条第７項中「特定

熱損失防止改修住宅又は特定熱損失防止改修住宅専有部分」を「特定熱損失防止改修等住宅又は特定熱損失防

止改修等住宅専有部分」に改める。 

附則第７条の６第１項中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改める。 

附則第８条第６号アの表（イ）中「令和４年度又は」を「令和４年度である場合であつて、当該土地が令和

３年度分の固定資産税について和歌山市税条例等の一部を改正する条例（令和４年条例第１５号）第１条の規

定による改正前の和歌山市税条例（以下「令和４年改正前の条例」という。）第６２条又は附則第６条から第

６条の３までの規定の適用を受ける土地であるときは、当該額をこれらの規定に定める率で除して得た額とし、

当該年度が」に改め、同号イの表（イ）中「令和４年度又は」を「令和４年度である場合であつて、当該土地

が令和３年度分の固定資産税について令和４年改正前の条例第６２条又は附則第６条から第６条の３までの規

定の適用を受ける土地であるときは、当該額をこれらの規定に定める率で除して得た額とし、当該年度が」に

改める。 

附則第８条の２第３項の表附則第６条第１７項、第２６項から第２８項まで、第３０項、第３１項及び第３

４項並びに附則第６条の３の項及び同条第４項の表附則第６条第１７項、第２６項から第２８項まで、第３０

項、第３１項及び第３４項並びに附則第６条の３の項中「附則第６条第１７項、第２６項」を「附則第６条第

１６項、第２５項」に、「、第３０項、第３１項及び第３４項」を「及び第３１項」に改める。 

附則第９条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年度分の固定資産税にあつては、１

００分の２．５）」を加える。 

附則第９条の３第２項第２号イ及び第４項第２号イ中「同年度分の固定資産税について」の次に「令和４年

改正前の条例」を加える。 

附則第１６条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年度分の都市計画税にあつては、

１００分の２．５）」を加える。 

附則第１６条の３第２項第２号イ及び第４項第２号イ中「固定資産税について」の次に「令和４年改正前の

条例」を加える。 

附則第２２条の２第３項中「、第３７条の８又は第３７条の９」を「又は第３７条の８」に改める。 
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 附則第２３条の２の６第８項中「同条第５項」を「同条第１項」に、「第５項の」」を「同項の」」に改め

る。 

附則第２３条の３第８項中「同条第５項」を「同条第３項」に、「第１項の」」を「同項の」」に改める。 

附則第２３条の４の２第４項中「第１項の」」を「同項の」」に改める。 

附則第３７条第１項の表附則第２条の３の２第１項第１号の項中「第１７項」を「第１９項」に改め、同条

第２項の表以外の部分及び同項の表附則第２条の３の２第１項第１号の項中「第９項」を「第４項まで若しく

は第６項から第１０項」に改める。 

附則第３９条第５項中「第１８項」を「第１７項」に改める。 

附則第４４条第１項を削り、同条第２項中「附則第２条の３の２第１項及び第３項並びに」を「附則第２条

の３の２第３項及び」に、「附則第２条の３の２第１項中「令和１５年度」とあるのは「令和１７年度」と、

同項及び同条第３項並びに附則第３７条第３項」を「これらの規定」に、「令和３年」とあるのは」を「令和

３年」とあるのは、」に改め、同項を同条とする。 

附則第４５条第１項中「第４２条の４第８項第７号」を「第４２条の４第１９項第７号」に改める。 

第２条 和歌山市税条例の一部を次のように改正する。 

第３１条第１０項中「特定配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の特定配当等申告

書（市民税の納税通知書が送達される時までに提出された次に掲げる申告書をいう。以下この項において同じ。

）」を「前年分の所得税に係る第３８条第１項に規定する確定申告書」に改め、「（特定配当等申告書にその

記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）」を削り、同項ただし書及び

各号を削り、同条第１２項中「特定株式等譲渡所得金額に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度

分の特定株式等譲渡所得金額申告書（市民税の納税通知書が送達される時までに提出された次に掲げる申告書

をいう。以下この項において同じ。）」を「前年分の所得税に係る第３８条第１項に規定する確定申告書」に

改め、「（特定株式等譲渡所得金額申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認

めるときを含む。）」を削り、同項ただし書及び各号を削る。 

第３５条第３項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所得金額申告書」を「確定申告書」に改める。 

第３７条第１項ただし書中「同法第２条第１項第３３号の４に規定する源泉控除対象配偶者」を「所得割の

納税義務者（前年の合計所得金額が９００万円以下であるものに限る。）の第３２条第１項第１０号の２に規

定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）で控除対象配

偶者に該当しないもの」に改める。 

第３８条第２項中「または」を「又は」に、「および」を「及び」に改め、「付記された事項」の次に「（

総務省令で定める事項を除く。）」を加える。 

附則第２１条の３第２項中「当該特定上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属する

年度分の市民税」を「前年分の所得税」に、「につき同項」を「につき同条第１項」に、「受けようとする旨

の記載のある第３１条第１０項に規定する特定配当等申告書を提出した」を「受けた」に改め、「（次に掲げ

る場合を除く。）」及び「ものとし、市民税の所得割の納税義務者が前年中に支払を受けるべき特定上場株式

等の配当等に係る配当所得について同条第１項及び第２項並びに第３３条の規定の適用を受けた場合には、当

該納税義務者が前年中に支払を受けるべき他の特定上場株式等の配当等に係る配当所得については、前項の規

定は、適用しない」を削り、同項各号を削る。 

附則第２３条の２の５第２項を削る。 

附則第２３条の２の６第１項中「年の末日の属する年度の翌年度の市民税」を「年分の所得税」に、「第３

７条第１項の規定による申告書」を「確定申告書」に、「市長においてやむを得ない事情があると認める場合

には、当該申告書をその提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出した場合を含む」

を「租税特別措置法第３７条の１２の２第１項の規定の適用がある場合に限る」に改め、同条第２項中「第６

項」を「第５項」に改め、同条中第３項を削り、第４項を第３項とし、同条第５項中「年の末日の属する年度

の翌年度の市民税」を「年分の所得税」に、「上場株式等に係る譲渡損失の金額の控除に関する事項を記載し

た第３７条第１項又は第３項の規定による申告書（第８項において準用する同条第４項の規定による申告書を

含む。以下この項において同じ。）」を「確定申告書」に改め、「（市長においてやむを得ない事情があると
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 認める場合には、これらの申告書をその提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出し

た場合を含む。）」を削り、「年度分の市民税」を「年分の所得税」に、「これらの申告書（その提出期限後

において市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたものを含む。）」を「確定申告書」に改め、「

とき」の次に「（租税特別措置法第３７条の１２の２第５項の規定の適用があるときに限る。）」を加え、同

項を同条第４項とし、同条第６項を同条第５項とし、同条第７項中「第５項の規定の適用がある場合における

」を「第４項の規定の適用がある場合における」に、「附則第２３条の２の６第５項」を「附則第２３条の２

の６第４項」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項及び第９項を削る。 

 （和歌山市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 和歌山市税条例等の一部を改正する条例（令和２年条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

  第２条のうち、和歌山市税条例第５０条第１２項を同条第２３項とし、同項の前に６項を加える改正規定（

同条第１７項に係る部分に限る。）中「計算した金額」の次に「（同条第５項の規定の適用がある場合には、

同項第１号に規定する場合における当該金額）」を加え、同改正規定（同条第１９項に係る部分に限る。）中

「計算した金額」の次に「（同条第５項の規定の適用がある場合には、同項第２号イに規定する場合における

当該金額）」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

（１）第３条の規定 公布の日 

（２）第１条中和歌山市税条例第３８条の２の見出し及び同条第１項並びに第３８条の３の見出し及び同条第１

項の改正規定並びに同条例附則第２条の３の２第１項、第２２条の２第３項、第３７条及び第４４条の改正

規定並びに次条第１項から第６項まで及び附則第６条の規定 令和５年１月１日 

（３）第２条及び附則第３条の規定 令和６年１月１日 

（４）第１条中和歌山市税条例附則第７条の２第１項の改正規定（「第１０条第２号」を「第１１条第１項」に

改める部分に限る。） 住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関

する法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日 

（５）第１条中和歌山市税条例附則第６条第３１項の改正規定（同項を同条第２８項とする部分を除く。）並び

に附則第４条第９項及び第５条第４項の規定 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部

を改正する法律（令和４年法律第  号）の施行の日 

（６）第１条中和歌山市税条例附則第６条第３３項の改正規定（「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１

日」に改める部分及び同項を同条第３０項とする部分を除く。）並びに附則第４条第１０項及び第１１項の

規定 農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第  号）の施行の日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の和歌山市税条例（以下「新条例」という。）第３８条の２第１項の規定は、

附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び次項において「２号施行日」という。）以後に支

払を受けるべき新条例第３８条の２第１項に規定する給与について提出する同項及び同条第２項に規定する申

告書について適用し、２号施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改正前の和歌山市税条例（以下「

旧条例」という。）第３８条の２第１項に規定する給与について提出した同項及び同条第２項に規定する申告

書については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３８条の３第１項の規定は、２号施行日以後に支払を受けるべき所得税法（昭和４０年法律第３３

号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以

下この項において「公的年金等」という。）について提出する新条例第３８条の３第１項に規定する申告書に

ついて適用し、２号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第３８条の３第１項に規

定する申告書については、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第２条の３の２の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和４年１月１日以後に所得税法等の

一部を改正する法律（令和４年法律第４号。以下この項及び次項において「所得税法等改正法」という。）第
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 １１条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号。第６項において「新租税特別措置法

」という。）第４１条第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅又は増改築等をした家屋（当該増改築等

に係る部分に限る。第６項において同じ。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供する場

合について適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第１１条の規定による改正前の

租税特別措置法（第５項及び第６項において「旧租税特別措置法」という。）第４１条第１項に規定する居住

用家屋若しくは既存住宅又は増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。第５項及び第６項におい

て同じ。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従前の例によ

る。 

４ 新条例附則第３７条第２項及び第３項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和４年１月１日以後に所

得税法等改正法第１８条の規定による改正後の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律（平成２３年法律第２９号。第６項において「新震災特例法」という。）第１３条の２第１項に規定す

る居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。第６項におい

て同じ。）又は認定住宅等を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、

市民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第１８条の規定による改正前の東日本大震災の被災

者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（次項及び第６項において「旧震災特例法」という。）第１

３条の２第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部

分に限る。次項及び第６項において同じ。）又は認定住宅を同条第１項の定めるところによりその者の居住の

用に供した場合については、なお従前の例による。 

５ 市民税の所得割の納税義務者が令和４年１月１日前に旧租税特別措置法第４１条第１項に規定する居住用家

屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋を同項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合

又は同日前に旧震災特例法第１３条の２第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をし

た家屋若しくは認定住宅を同項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合における旧条例附則第４

４条第１項の規定により読み替えて適用される旧条例附則第２条の３の２第１項の規定による控除については、

なお従前の例による。 

６ 新条例附則第４４条の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和４年１月１日以後に新租税特別措置法第

４１条第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋を同項の定めるところによ

りその者の居住の用に供する場合又は同日以後に新震災特例法第１３条の２第１項に規定する居住用家屋若し

くは既存住宅若しくは増改築等をした家屋若しくは認定住宅等を同項の定めるところによりその者の居住の用

に供する場合について適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に旧租税特別措置法第４１条第１項に規

定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋を同項の定めるところによりその者の居住の

用に供した場合又は同日前に旧震災特例法第１３条の２第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しく

は増改築等をした家屋若しくは認定住宅を同項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合について

は、なお従前の例による。 

７ 次項に定めるものを除き、新条例の規定中法人の市民税に関する部分は、この条例の施行の日（以下この項

において「施行日」という。）以後に開始する事業年度分の法人の市民税について適用し、施行日前に開始し

た事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。 

８ 旧条例附則第４条の４第１項の大会関連外国法人の令和４年１月１日前に開始した事業年度分の法人の市民

税については、なお従前の例による。 

第３条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の和歌山市税条例（次項において「６年新条例」という。

）の規定中個人の市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年

度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ ６年新条例附則第２３条の２の６第４項の規定の適用については、令和６年度から令和８年度までの各年度

分の個人の市民税に限り、同項中「について確定申告書」とあるのは「に係る確定申告書（当該上場株式等に

係る譲渡損失の金額の生じた年が令和２年から令和４年までの各年である場合には、その年の末日の属する年

度の翌年度分の市民税に係る和歌山市税条例等の一部を改正する条例（令和４年条例第１５号）第２条の規定

による改正前の和歌山市税条例附則第２３条の２の６第５項に規定する申告書（その提出期限後において市民
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 税の納税通知書が送達される時までに提出されたものを含む。以下この項において「旧申告書」という。））

」と、「について連続して確定申告書を」とあるのは「に係る確定申告書（当該年が令和３年又は令和４年で

ある場合には、その年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係る旧申告書）を連続して」とする。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和４年度以後の年度分の

固定資産税について適用し、令和３年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和７年３月３１日までの間に旧条例第６２条第２項に規定する一般ガス導管事業者のうちガス事業法（昭

和２９年法律第５１号）第５４条の２に規定する特別一般ガス導管事業者が新設した同項に規定する償却資産

に対して課する固定資産税については、同項の規定は、なおその効力を有する。この場合において、令和４年

４月１日から令和７年３月３１日までの間に新設された同項に規定する償却資産に対する同項の規定の適用に

ついては、同項中「３分の１」とあるのは「３分の２」と、「３分の２」とあるのは「６分の５」とする。 

３ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された旧条例附則第６条第１項に規定する施設又

は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された旧条例附則第６条第２項に規定する施設又

は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

５ 平成２２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された旧条例附則第６条第６項に規定する車両

に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

６ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に新たに製造された旧条例附則第６条第１２項に規定す

る車両に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

７ 平成３０年４月１日から令和４年３月３１日までの間に旧条例附則第６条第２９項に規定する取得をされた

同項に規定する対象特定電気通信設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

８ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第２２号）の施行の日から令和４年３月３１

日までの間に旧条例附則第６条第３０項に規定する認可を受けた同項に規定する特定立地誘導促進施設協定に

定められた同項に規定する特定立地誘導促進施設の用に供する土地及び償却資産に対して課する固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

９ 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律第４９号）附則第１項ただし書に規

定する規定の施行の日から附則第１条第５号に掲げる規定の施行の日の前日までの間に同号に掲げる規定によ

る改正前の和歌山市税条例附則第６条第２９項に規定する土地使用権を取得した者が整備する同項に規定する

施設の用に供する土地及び償却資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

１０ 令和２年４月１日から附則第１条第６号に掲げる規定の施行の日の前日までの間に取得された同号に掲げ

る規定による改正前の和歌山市税条例附則第６条第３０項に規定する機械装置等に対して課する固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

１１ 附則第１条第６号に掲げる規定による改正前の和歌山市税条例附則第６条第３０項の規定は、農業経営基

盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第  号）附則第１１条第２項に規定する同法第２条の

規定による改正前の農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第２６条第１項の規

定により公表された協議の結果において、市が適切と認める区域における農業において中心的な役割を果たす

ことが見込まれる農業者とされた同号に掲げる規定による改正前の和歌山市税条例附則第６条第３０項に規定

する認定就農者の利用に供する同項に規定する機械装置等に対して課する固定資産税については、なおその効

力を有する。この場合において、同項中「令和２年４月１日」とあるのは「農業経営基盤強化促進法等の一部

を改正する法律（令和４年法律第  号）の施行の日」と、「認定就農者（」とあるのは「認定就農者（農業

経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律附則第１１条第２項に規定する同法第２条の規定による改正前の

」とする。 

１２ 昭和３８年１月２日から令和４年３月３１日までの間に新築された旧条例附則第７条第１項に規定する住

宅に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

１３ 昭和３９年１月２日から令和４年３月３１日までの間に新築された旧条例附則第７条第２項に規定する住

宅に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 
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 １４ 平成２０年４月１日から令和４年３月３１日までの間に旧条例附則第７条の４第９項に規定する熱損失防

止改修工事（以下この条において「熱損失防止改修工事」という。）が行われた同項に規定する熱損失防止改

修住宅に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

１５ 平成２０年４月１日から令和４年３月３１日までの間に熱損失防止改修工事が行われた旧条例附則第７条

の４第１０項に規定する熱損失防止改修専有部分に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

１６ 平成２９年４月１日から令和４年３月３１日までの間に熱損失防止改修工事が行われた旧条例附則第７条

の４の２第４項に規定する特定熱損失防止改修住宅に対して課する固定資産税については、なお従前の例によ

る。 

１７ 平成２９年４月１日から令和４年３月３１日までの間に熱損失防止改修工事が行われた旧条例附則第７条

の４の２第５項に規定する特定熱損失防止改修住宅専有部分に対して課する固定資産税については、なお従前

の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第５条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和４年度以後の年度分の

都市計画税について適用し、令和３年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された旧条例附則第６条第１項に規定する施設又

は設備に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 

３ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第２２号）の施行の日から令和４年３月３１

日までの間に旧条例附則第６条第３０項に規定する認可を受けた同項に規定する特定立地誘導促進施設協定に

定められた同項に規定する特定立地誘導促進施設の用に供する土地に対して課する都市計画税については、な

お従前の例による。 

４ 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日から附

則第１条第５号に掲げる規定の施行の日の前日までの間に同号に掲げる規定による改正前の和歌山市税条例附

則第６条第２９項に規定する土地使用権を取得した者が整備する同項に規定する施設の用に供する土地に対し

て課する都市計画税については、なお従前の例による。 

（和歌山市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 和歌山市税条例等の一部を改正する条例（令和３年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

  第２条のうち、和歌山市税条例第３８条の３第１項の改正規定中「第３８条の３第１項中」の次に「「扶養

親族（」の次に「年齢１６歳未満の者又は」を加え、」を加え、「控除対象扶養親族」を「有しない者」に、

「年齢１６歳未満の者」を「有する者」に改める。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

【 規 則 】 

 

市長の職務を代理する者の順序を定める規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月１８日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第１４号 

市長の職務を代理する者の順序を定める規則の一部を改正する規則 

市長の職務を代理する者の順序を定める規則（平成１８年規則第８６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「信夫副市長」を「富松副市長」に、「富松副市長」を「越智副市長」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月１８日掲示済）  

 

和歌山市消防吏員服制規則の一部を改正する規則を公布する。 
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   令和４年３月２２日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第１５号 

和歌山市消防吏員服制規則の一部を改正する規則 

 和歌山市消防吏員服制規則（昭和４２年規則第３５号）の一部を次のように改正する。 

        「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           に改め、「開きとし、両前腰」の次に「及び左右後 

 

 

 

 

部」を加え、「、左右後部にビスポケットを各１個」を削り、「左側」を「後部左側」に、「すそ」を「裾」に

改める。 

 別表図１冬服の部を次のように改める。 

冬服 

上衣 

前面 後面 

  

下衣 ボタン 

 
 

 別表図１夏服の部を次のように改める。 

折り襟 

胸部は二重とし、消防章を付けた金色金属製ボタ

ン各３個を２行に付ける。 

前面の左上部に１個、左右下部に各１個のポケッ

トを付け、左右下部のポケットにはふたをつける 

形状は、図１のとおりとする。 

」 

折り襟 

胸部は二重とし、消防章を付けた金色金属製ボタ

ン各３個を２行に付ける。 

前面の左上部に１個、左右下部に各１個のポケッ

トを付け、左右下部のポケットには蓋を付ける。

左袖の上部には、別に定めるエンブレムを付ける

形状は、図１のとおりとする。 

別表冬服の項中                          を 

」 

「 
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夏服 

上衣 

前面 後面 

  

  

下衣  

 

 

別表図２冬服の部及び夏服の部を次のように改める。 

冬服 

上衣 

前面 後面 ボタン 

   

下衣 

スカート ズボン 
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前面 後面 

 

  

夏服 

上衣 

前面 後面 

  

  

下衣 

スカート ズボン 

前面 後面  

 

  

附 則 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の和歌山市消防吏員服制規則の規定により定められている

服制については、なお従前の例による。 
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 （令和４年３月２２日掲示済）  

 

和歌山市消防団員服制規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月２２日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第１６号 

和歌山市消防団員服制規則の一部を改正する規則 

 和歌山市消防団員服制規則（昭和６０年規則第３１号）の一部を次のように改正する。 

別表防火帽の項中「金属製」を「樹脂製」に、「地質に同じ」を「黒色とする」に、 

「 

 

 

 

「 

 

 

 

 

維」に改め、同表現場用外被の項を次のように改める。 

防火衣 地質 濃紺色及びオレンジ色のアラミド繊維 

 製式 立ち襟のロングコート式バンド付とし、中衣を取り付ける。 

肩に耐衝撃材を入れ、前立ては、ファスナー及びマジックテープ留めとする。 

反射材を圧着し、胸部左及び側腹部左右に蓋付きのポケットを付ける。 

背面に和歌山市消防団名を表示する。 

形状は、図のとおりとする。 

別表図防火帽の部を次のように改める。 

防火帽 

正面 側面 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘルメット型とし、内部には頭部の振動を防ぐ装置を付ける。 

周囲にひさしを付け、顎ひもは合成繊維とする。 

形状は、図のとおりとする。 

 
」 

を 

ヘルメット型とし、内部には頭部の振動を防ぐ装置を付ける。 

引き出し式の眼部保護用シールドを内装することができる。 

周囲にひさしを付け、顎ひもは合成繊維とする。 

形状は、図のとおりとする。 

 
」 

に、「耐熱性防水布」を「アラミド繊 
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 き章 

 

しころ 

別表図現場用外被の部を次のように改める。 

防火衣 

前面 後面 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の和歌山市消防団員服制規則の規定により定められている

服制については、当分の間、なお従前の例による。 

 （和歌山市消防団員の貸与品規則の一部改正） 

３ 和歌山市消防団員の貸与品規則（昭和３３年規則第２０号）の一部を次のように改正する。 

  別表中「現場用外被」を「防火衣」に改める。 

 （和歌山市消防団員の貸与品規則の一部改正に伴う経過措置） 

４ この規則の施行の際、現に前項の規定による改正前の和歌山市消防団員の貸与品規則の規定により貸与され

ている被服等は、同項の規定による改正後の和歌山市消防団員の貸与品規則の規定により貸与された被服等と

みなす。この場合において、当該みなされた貸与されている被服等の貸与期間の計算については、同項の規定

による改正前の和歌山市消防団員の貸与品規則の規定により貸与した期間は、同項の規定による改正後の和歌

山市消防団員の貸与品規則の規定により貸与した期間とみなす。 

（令和４年３月２２日掲示済）  

 

75 

75 
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 和歌山市開発行為等に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月２３日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第１７号 

   和歌山市開発行為等に関する規則の一部を改正する規則 

和歌山市開発行為等に関する規則（平成１２年規則第４９号）の一部を次のように改正する。 

第２０条第１項中「別記様式第５２号の２」を「別記様式第５２号」に改め、同条第２項第７号を削る。 

第２０条の２の４中「区域は」の次に「、原則として」を加え、同条中第７号を第１０号とし、第４号から第

６号までを３号ずつ繰り下げ、同条第３号中「第９条第１項の規定により土砂災害特別警戒区域」を「第７条第

１項の規定により土砂災害警戒区域」に改め、「土地の区域」の次に「（同法第９条第１項の規定により土砂災

害特別警戒区域として指定された土地の区域以外の区域のうち、安全性が確保されると市長が認める土地の区域

を除く。）」を加え、同号を同条第４号とし、同号の次に次の２号を加える。 

（５）特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の規定により浸水被害防止区域

として指定された土地の区域 

（６）水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条第１項第４号に規定する浸水想定区域のうち、浸水した場

合に想定される水深が３．０メートル以上の土地の区域（安全性が確保されると市長が認める土地の区域を

除く。） 

第２０条の２の４中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同号の前に次の１号を加える。 

（１）建築基準法第３９条第１項の規定により災害危険区域として指定された土地の区域 

第２０条の４中「及び第６号」を削る。 

第２０条の４の２中「第１６条の４第７号」を「第１６条の４第６号」に改める。 

第２０条の５中「第１６条の４第８号」を「第１６条の４第７号」に改める。 

第２０条の６中「第１６条の４第９号」を「第１６条の４第８号」に改める。 

第２０条の７中「第１６条の４第１０号」を「第１６条の４第９号」に改める。 

第２０条の８中「第１６条の４第１１号」を「第１６条の４第１０号」に改める。 

第２０条の８の２中「第１６条の４第１２号」を「第１６条の４第１１号」に改める。 

第２０条の８の３中「第１６条の４第１３号」を「第１６条の４第１２号」に改める。 

第２０条の１１中「及び第６号」を削る。 

第２０条の１１の２中「第１６条の５第７号」を「第１６条の５第６号」に改める。 

第２０条の１２中「第１６条の５第８号」を「第１６条の５第７号」に改める。 

第２０条の１３中「第１６条の５第９号」を「第１６条の５第８号」に改める。 

第２０条の１４中「第１６条の５第１０号」を「第１６条の５第９号」に改める。 

第２０条の１５中「第１６条の５第１１号」を「第１６条の５第１０号」に改める。 

第２０条の１５の２中「第１６条の５第１２号」を「第１６条の５第１１号」に改める。 

第２０条の１６中「第１６条の５第１３号」を「第１６条の５第１２号」に改める。 

別記様式第５２号の２を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月２３日掲示済）  

 

和歌山市特定公共賃貸住宅条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月２５日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第１８号 

和歌山市特定公共賃貸住宅条例施行規則の一部を改正する規則 

和歌山市特定公共賃貸住宅条例施行規則（平成８年規則第６２号）の一部を次のように改正する。 
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 第４条第２項第３号中「又は婚姻の予約者（条例第１０条第５項に規定する入居可能日から３月以内に同居す

ることができる者に限る。）」を「であって、住民票に記録されている男女の別が入居しようとする者と同一の

もの」に、「その事実を証明する書類」を「それぞれの戸籍謄本及び申立書兼証明書（別記様式第１号の２）」

に改め、同項中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

（４）入居しようとする者に婚姻の予約者（条例第１０条第５項に規定する入居可能日から３月以内に同居する

ことができる者に限る。）があるときは、それぞれの戸籍謄本及び婚約等証明書（別記様式第１号の３） 

 別記様式第１号の次に次の２様式を加える。 
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 附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月２５日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第１９号 

和歌山市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則 

和歌山市営住宅条例施行規則（平成９年規則第１０６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第３号中「又は婚姻の予約者（条例第１１条第５項に規定する入居可能日から３月以内に同居す

ることができる者に限る。次条及び第２２条において同じ。）」を「であって、住民票に記録されている男女の

別が入居しようとする者と同一のもの」に、「その事実を証明する書類」を「それぞれの戸籍謄本及び申立書兼

証明書（別記様式第１号の２）」に改め、同項中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

（４）入居しようとする者に婚姻の予約者（条例第１１条第５項に規定する入居可能日から３月以内に同居する

ことができる者に限る。次条及び第２２条において同じ。）があるときは、それぞれの戸籍謄本及び婚約等

証明書（別記様式第１号の３） 

 別記様式第１号の次に次の２様式を加える。 
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 附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市改良住宅条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月２５日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第２０号 

和歌山市改良住宅条例施行規則の一部を改正する規則 

和歌山市改良住宅条例施行規則（平成９年規則第１０９号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項第３号中「又は婚姻の予約者（条例第１７条第５項に規定する入居可能日から３月以内に同居す

ることができる者に限る。）」を「であって、住民票に記録されている男女の別が入居しようとする者と同一の

もの」に、「その事実を証明する書類」を「それぞれの戸籍謄本及び申立書兼証明書（別記様式第３号の２）」

に改め、同項中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

（４）入居しようとする者に婚姻の予約者（条例第１７条第５項に規定する入居可能日から３月以内に同居する

ことができる者に限る。）があるときは、それぞれの戸籍謄本及び婚約等証明書（別記様式第３号の３） 

 別記様式第３号の次に次の２様式を加える。 
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 附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市児童遊園条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月２５日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第２１号 

   和歌山市児童遊園条例施行規則の一部を改正する規則 

 和歌山市児童遊園条例施行規則（昭和５３年規則第７号）の一部を次のように改正する。 

別表有本中州公園の項の次に次のように加える。 

有本長丁児童遊園 和歌山市有本２５１番９ 

 別表奥天神児童遊園の項の次に次のように加える。 

小倉児童公園 和歌山市小倉３６番１６１ 

 別表栗栖殿畑児童遊園の項の次に次のように加える。 

栗栖殿畑第２児童遊園 和歌山市栗栖１００番１０ 

 別表坂田天神山児童遊園の項の次に次のように加える。 

坂田天神山第２児童遊園 和歌山市坂田６０４番７ 

和歌山市坂田６０４番１５ 

 別表西庄荘畑児童遊園の項の次に次のように加える。 

西庄荘畑第２児童遊園 和歌山市西庄５１８番１０ 

和歌山市西庄５１８番１４ 

和歌山市西庄５１８番１９ 

和歌山市西庄５１８番２４ 

和歌山市西庄５１９番６ 

 別表布引児童遊園の項の次に次のように加える。 

布引角太児童遊園 和歌山市布引８４６番２１ 

 別表ネオポリス公園の項の次に次のように加える。 

直川北出口児童遊園 和歌山市直川６７８番９ 

 別表冬野申和田児童遊園の項の次に次のように加える。 

冬野石桃児童遊園 和歌山市冬野１５０６番５ 

別表森小手穂北沖田児童遊園の項の次に次のように加える。 

森小手穂北沖田第２児童遊園 和歌山市森小手穂６９８番３ 

和歌山市寺内７１５番４ 

森小手穂堂ノ西児童遊園 和歌山市森小手穂９０５番９ 

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市職員被服等貸与規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月２５日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第２２号 

和歌山市職員被服等貸与規則の一部を改正する規則 

和歌山市職員被服等貸与規則（昭和６３年規則第５３号）の一部を次のように改正する。 

別表市民生活課建設総務課の項中「建設総務課」を削り、同表こども園の項中 
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 「                         

                       「 

 

 

 

 

                                            」 

                     」 

       「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             」 

うに加える。 

建設総務課 

教育施設課 

現場作業に従事する

職員 

作業服（上、下） ２ ３  

ヘルメット １ ５ 

雨着 １ ２ 

防寒着 １ ３ 

ゴム長靴 １ ２ 

安全靴 １ ２ 

 別表教育施設課の項を削る。 

附 則 

スモック １ ２ 

エプロン １ ２ 

ビニール前掛け １ ２ 

ゴム手袋 １ １ 

トレーニングパンツ １ ４ 

ゴム長靴 夏季用 １ ２ 

冬季用 １ ３ 

 

を                      に改め、同 

配缶用エプロン １ ２ 

ドライ用エプロン ２ ２ 

ビニール前掛け １ ２ 

ゴム手袋 １ １ 

調理シューズ ３ ２ 

 

保育調理業務員 調理衣 夏季用 ２ ２ 

冬季用 １ ２ 

帽子 ２ １ 

スモック １ ２ 

エプロン １ ２ 

ビニール前掛け １ ２ 

ゴム手袋 １ １ 

トレーニングパンツ １ ４ 

ゴム長靴 夏季用 １ ２ 

冬季用 １ ３ 

 

表保育所の項中                               を 

」 

ドライシステムの設

置された施設で給食

調理に従事する保育

調理業務員 

調理衣 夏季用 ２ ２ 

冬季用 １ ２ 

帽子 ２ １ 

配缶用エプロン １ ２ 

ドライ用エプロン ２ ２ 

ビニール前掛け １ ２ 

ゴム手袋 １ １ 

調理シューズ ３ ２ 

ウエットシステムの

設置された施設で給

食調理に従事する保

育調理業務員 

調理衣 夏季用 ２ ２ 

冬季用 １ ２ 

帽子 ２ １ 

配缶用エプロン １ ２ 

ビニール前掛け １ ２ 

ゴム手袋 １ １ 

調理シューズ １ ３ 

ゴム長靴 １ ２ 

に改め、同表中央卸売市場の項の次に次のよ 

 

「 
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 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市職員通勤手当支給規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月２５日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第２３号 

   和歌山市職員通勤手当支給規則の一部を改正する規則 

 和歌山市職員通勤手当支給規則（平成１６年規則第２３号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第１項第１号を次のように改める。 

（１）定期券を使用することが最も経済的かつ合理的であると認められる交通機関等 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

ア イに掲げる場合以外の場合 通用期間を支給単位期間（条例第１２条第４項に規定する支給単位期間を

いう。以下同じ。）と同じくする定期券の価額 

イ 使用する定期券の通用期間が６か月を超える場合 市長が別に定める額 

第１３条第２項第１号を次のように改める。 

（１）１か月当たりの運賃等相当額等（第１０条第１号に掲げる職員にあっては、１か月当たりの運賃等相当額

及び条例第１２条第２項第２号に定める額の合計額。以下この項において同じ。）が５５，０００円以下で

あった場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア イに掲げる場合以外の場合 前項第２号に掲げる事由が生じた場合にあっては当該事由に係る交通機関

等（同号の改定後に１か月当たりの運賃等相当額等が５５，０００円を超えることとなるときは、その者

の利用する全ての交通機関等）、同項第１号、第３号又は第４号に掲げる事由が生じた場合にあってはそ

の者の利用する全ての交通機関等につき、使用されるべき通用期間の定期券の運賃等の払戻しを、市長が

別に定める月（以下この条において「事由発生月」という。）の末日にしたものとして得られる額（次号

において「払戻金相当額」という。） 

イ 使用している定期券に通用期間が６か月を超えるものがある場合 市長が別に定める額 

第１３条第２項第２号ア中「イ」を「イ及びウ」に改め、同号イ中「されている場合」の次に「（ウに掲げる

場合を除く。）」を加え、「すべて」を「全て」に改め、同号に次のように加える。 

ウ 前号イに掲げる場合 市長が別に定める額 

第１４条第１項第１号を次のように改める。 

（１）定期券を使用することが最も経済的かつ合理的であると認められる交通機関等 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める期間 

ア イに掲げる場合以外の場合 交通機関等における定期券の通用期間のうち最も長いものに相当する期間 

  イ 使用する定期券の通用期間が６か月を超える場合 市長が別に定める期間 

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市予防接種費の助成に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

令和４年３月２９日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第２４号 

   和歌山市予防接種費の助成に関する規則の一部を改正する規則 

 和歌山市予防接種費の助成に関する規則（平成１９年規則第３４号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１ＢＣＧワクチンの項中「９，１０８円」を「１１，３０８円」に改める。 

 別表第２ＢＣＧワクチンの項中「９，１０８円」を「１１，３０８円」に、「７，６７８円」を「９，８７８
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 円」に改める。 

附 則 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の別表第１及び別表第２の規定は、この規則の施行の日以後に予防接種法（昭和２３

年法律第６８号）第５条第１項の規定による予防接種を本市の区域外に所在する医療機関で受けた者に対する

予防接種に係る費用の助成について適用する。 

（令和４年３月２９日掲示済）  

 

和歌山市特定不妊治療費の助成に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月３０日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第２５号 

和歌山市特定不妊治療費の助成に関する規則の一部を改正する規則 

 和歌山市特定不妊治療費の助成に関する規則（平成１６年規則第４４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「における当該不妊治療」の次に「であって、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、船員

保険法（昭和１４年法律第７３号）、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）、高齢者の医療の確保に関

する法律（昭和５７年法律第８０号）、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）、地方公務員等共

済組合法（昭和３７年法律第１５２号）又は私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）の規定の適用

がないもの」を加え、「この条において」を削る。 

第３条中「当該特定不妊治療を受けた夫婦」の次に「のうち、採卵準備のための薬品投与の開始等の日が令和

４年３月３１日以前であり、同年４月１日から令和５年２月２８日までの間に妊娠確認等に至るまでの特定不妊

治療の実施の一連の過程が終了した（移植準備のための薬品投与等の開始日が令和４年４月１日以後であって、

同年３月３１日以前に行った体外受精又は顕微授精により作られた受精胚を凍結した胚を解凍して胚移植を実施

した場合を含む。）もの」を加える。 

第４条第３項各号列記以外の部分を次のように改める。 

助成金の交付回数は、令和４年度において１回とする。ただし、特定不妊治療開始後の出産ごとに、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める回数を超えることができない。 

   附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３０日掲示済）  

 

和歌山市小児慢性特定疾病医療費の支給に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

令和４年３月３０日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第２６号 

   和歌山市小児慢性特定疾病医療費の支給に関する規則の一部を改正する規則 

 和歌山市小児慢性特定疾病医療費の支給に関する規則（平成２６年規則第９５号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１０条第１項中「医療費支給認定保護者が」を「医療費支給認定保護者又は医療費支給認定患者が」に、「

医療費支給認定保護者から」を「医療費支給認定保護者又は医療費支給認定患者から」に、「当該医療費支給認

定保護者に」を「当該者に」に改める。 

別記様式第１号中 

「 

 

 

 

フリガナ  性別 

氏 名  男・女 
」 

を 
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を 

に 

に 

「 

 

 

「又は成年患者」を加える。 

別記様式第２号中 

「注意事項 

１ この手続は、医療費の支給認定を受けている保護者（医療費支給認定保護者）が行うこととされて 

います。 

２ 変更のあった事項のうち、該当するものにチェックを入れ、変更前と変更後の内容等を記載してく 

ださい。                                         」 

「注意事項 変更のあった事項のうち、該当するものにチェックを入れ、変更前と変更後の内容等を記載し 

てください。                                        」 

改める。 

別記様式第６号中 

「 

                                  を 

 

「 

                                  に改める。 

 

別記様式第７号中 

「 

                                        

「 

 

 別記様式第８号中「性別 男・女」を削り、 

「１ この手続は、医療費の支給認定を受けている保護者（医療費支給認定保護者）が行うこととされてい 

  ます。 

２ 変更の必要が生じた事項のうち、該当するものにチェックを入れるとともに、該当する事項のみを記 

 載してください。                                       を 

３ 医療受給者証及び次の書類等を添付し、又は窓口で提示してください。 

    負担上限月額及び負担上限月額に係る事項に変更がある場合は、算定のために必要な書類 

    小児慢性特定疾病の名称に変更がある場合は、医師の診断書                 」 

「１ 変更の必要が生じた事項のうち、該当するものにチェックを入れるとともに、該当す 

る事項のみを記載してください。 

２ 医療受給者証及び次の書類等を添付し、又は窓口で提示してください。               

    負担上限月額及び負担上限月額に係る事項に変更がある場合は、算定のために必要な書類 

    小児慢性特定疾病の名称に変更がある場合は、医師の診断書                 」 

改める。 

附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３０日掲示済）  

 

和歌山市行政組織規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

フリガナ  

氏 名  
」 

に改め、「申請する保護者」の次に 

氏 名 
 性別 

 

 
」 

氏 名 
 

 
」 

氏 名  性別 男・女 
」 
を 

氏 名  

 

に改める。 
」 
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 和歌山市規則第２７号 

   和歌山市行政組織規則の一部を改正する規則 

 和歌山市行政組織規則（平成１５年規則第１３号）の一部を次のように改正する。 

 第６条の３第２項第３号シ中「及び教育互助会」を削る。 

 第６条の７第４項第１号イ中「男女共生推進行動計画」を「男女共同参画推進行動計画」に改める。 

 第６条の９第２項第１号中オをカとし、エの次に次のように加える。 

  オ 社会福祉連携推進法人に関すること。 

 第６条の１２第４項第７号を削り、同項第８号を同項第７号とする。 

第６条の１３の２第２項第１号ア中「等」を「・友好都市」に改め、同号イ中「外国」を「諸外国等」に改め、

「、経済」を削り、同号ウ中「外国」を「諸外国等」に改め、同号エ中「外国」を「諸外国等」に、「県出身者

等」を「市出身者等」に改め、同号中キをクとし、カをキとし、オの次に次のように加える。 

  カ 外国青年招致事業に関すること。 

 第６条の１３の２第２項第２号を次のように改める。 

（２）国際戦略班 次に掲げる事務 

  ア 国際戦略の推進に関すること。 

  イ 諸外国等との経済分野における交流に関すること。 

  ウ 諸外国等への本市のＰＲに関すること。 

 第６条の１３の３第１項第１号エを同号オとし、同号ウの次に次のように加える。 

  エ 有吉佐和子記念館に関すること。 

 第６条の１３の３第１項第２号を次のように改める。 

（２）文化施設班 次に掲げる事務 

  ア 和歌山城ホールに関すること。 

  イ 旧市民会館に関すること。 

  ウ 和歌の浦アート・キューブに関すること。 

  エ その他文化施設に関すること。 

 第６条の１３の３第１項第３号を削り、同項中第４号を第３号とし、第５号を第４号とし、同条第２項第２号

オを削る。 

 第６条の１６第４項第１号中エ及びオを削り、カをエとし、キからナまでをオからテまでとし、同項第３号に

次のように加える。 

  オ 砂防に関すること。 

  カ 公有水面埋立てに関すること（他課の所管に属するものを除く。）。 

 第６条の１７第１項第１号コを同号サとし、同号ケの次に次のように加える。 

  コ マンション管理適正化推進計画に関すること。 

 第２３条第１号アを削り、同号中イをアとし、ウをイとし、エからカまでを削り、同条第２号に次のように加

える。 

  コ 出納室に属する予算及び経理に関すること。 

  サ 出納室に属する事務の改善を推進すること。 

  シ 出納室に係る行財政改革の実施に関すること。 

  ス 出納室内他班の所管に属しないこと。 

別表第１産業交流局の部文化スポーツ部の款文化振興課の項中「、国民文化祭推進班」を削る。 

 別表第５総務課の項を次のように改める。 

総務課 法務専門主幹 任意 法務に係る高度に専門的な事務を掌理する。 

法務専門副主幹 任意 法務に係る専門的な事務を掌理する。 

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  
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和歌山市事務決裁規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第２８号 

和歌山市事務決裁規則の一部を改正する規則 

和歌山市事務決裁規則（平成１５年規則第１４号）の一部を次のように改正する。 

別表第１共通決裁事項の一般に関する事項の表第１６項を次のように改める。 

１６ 訴訟、和解及び調

停に関すること（支払

督促に関するものを除

く。）。 

軽易な関

係事務の

処理 

 重要なも

の 

 特に重要

なもの 

軽易な関係事務の処理にあっては

総務課長、重要なもの及び特に重

要なものにあっては総務局長、総

務部長及び総務課長、訴訟を行わ

せる職員を指定する場合にあって

は人事課長、予算を伴うもの（軽

易な関係事務の処理を除く。）に

あっては財政局長、財政部長及び

財政課長 

別表第１共通決裁事項の一般に関する事項の表第３９項中「総務課長」の次に「（後援の決定及び市名又は市

章の使用の許可に限る。）」を加える。 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第１項に次のように加える。 

（２１）地方自治法第２

３１条の２の３第１

項に規定する指定納

付受託者を指定する

こと。 

  〇        

 別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第７号を次のように改める。 

（７）予算の流用及び配

当替え 

軽易な

もの 

 重要な

もの 

    〇 重要な

もの 

重要な

もの 

 別表第２個別決裁事項の危機管理局危機管理部に関する事項の表総合防災課の項第５号中「避難勧告及び指示

」を「避難情報の発令」に改め、同項中第１１号を第１２号とし、第６号から第１０号までを１号ずつ繰り下げ、

第５号の次に次のように加える。 

６ 地域防災計画を策定

すること。 

    〇  

別表第２個別決裁事項の健康局保健医療部に関する事項の表指導監査課の項中第１０号を第１１号とし、第４

号から第９号までを１号ずつ繰り下げ、第３号の次に次のように加える。 

４ 社会福祉連携推進法

人に関すること。 

軽易なもの 重要なもの 特に重要な

もの 

   

別表第２個別決裁事項の産業交流局観光国際部に関する事項の表和歌山城整備企画課の項に次のように加える。 

４ 南別館の使用を許可

すること。 

更新のもの 新規のもの     

別表第２個別決裁事項の都市建設局建築住宅部に関する事項の表住宅政策課の項中第１０号を第１１号とし、

第９号を第１０号とし、第８号を第９号とし、第７号の次に次のように加える。 

８ マンションの管理に

関する計画の認定に関

すること。 

〇      

別表第２個別決裁事項の消防局に関する事項の表消防総務課の項第１号中「任命」の次に「及び休団」を加え
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 る。 

附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市財務規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月３１日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第２９号 

   和歌山市財務規則の一部を改正する規則 

和歌山市財務規則（昭和３９年規則第１５号）の一部を次のように改正する。 

第４１条の２の次に次の１条を加える。 

（指定納付受託者による納付） 

第４１条の３ 市長は、法第２３１条の２の３第１項に規定する指定納付受託者（以下「指定納付受託者」とい

う。）を指定しようとするときは、あらかじめ会計管理者と協議するものとする。 

２ 法第２３１条の２の３第２項の告示は、法及び施行規則に定めるもののほか、指定納付受託者が納付事務を

行う歳入等の種類及び指定の期間を掲げて行わなければならない。 

３ 指定納付受託者は、納入義務者から歳入等の納付の委託を受けたときは、納入義務者に領収証書を交付しな

ければならない。ただし、次に掲げる場合はこの限りでない。 

（１）領収証書に代わるべきものを交付する場合 

（２）電子情報処理組織等を使用する方法によって歳入等の納付の委託を受けた場合 

第４２条第２項中「現金」を「公金」に、「領収書」を「領収証書」に、「、領収書に代わるべきものを交付

する場合は」を「、次に掲げる場合は」に改め、同項に次の各号を加える。 

（１）領収証書に代わるべきものを交付する場合 

（２）電子情報処理組織等を使用する方法によって歳入等の納付を受けた場合 

第５４条中第１８号を削り、第１９号を第１８号とする。 

第５６条の２に次の１項を加える。 

２ 施行令第１６１条第１項第１３号及び第１４号の経費に係る資金前渡については、前条の規定を適用しない。

この場合は、課長は証拠書類を整理保管しておかなければならない。 

第８８条第２項中「するものとする」を「することができる」に改める。 

第８９条第４項及び第５項中「、近隣に指定機関等の営業所が存在せず」を「、会計管理者が特に認める場合

であって」に改める。 

第８９条の２の見出し中「等」を削り、「領収証」を「領収証書」に改め、同条中「及び証明書自動交付機」

を削り、「領収証」を「領収証書」に改める。 

第９２条第７項、第８項、第１０項及び第１１項中「、近隣に指定機関等の営業所が存在せず」を「、会計管

理者が特に認める場合であって」に改める。 

別表第１出納室の項中「審査班長」を「出納班長」に改める。 

別表第３産業交流局の部文化スポーツ部の款文化振興課の項中「、寄付金」を削る。 

別表第４産業交流局の部観光国際部の款和歌山城整備企画課の項中「収納」の次に「並びに占有動産の管理」

を加え、同部文化スポーツ部の款文化振興課の項中「、寄付金」を削る。 

別表第６中「８９．４」を「８９．６」に、「９２．６」を「９２．１２」に改める。 

第５８号様式中「又は個人印」を削る。 

   附 則 
１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
２ この規則の施行の際、現に存するこの規則による改正前の和歌山市財務規則の様式による用紙は、この規則

による改正後の和歌山市財務規則の規定にかかわらず、当分の間、なおこれを使用することができる。 
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 （令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市若竹学級費用徴収条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

令和４年３月３１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第３０号 

和歌山市若竹学級費用徴収条例施行規則の一部を改正する規則 

 和歌山市若竹学級費用徴収条例施行規則（平成２４年規則第５８号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項第３号中「市が設置する」を「特別支援学校（学校教育法第７２条に規定する特別支援学校をい

う。）若しくは」に、「市立小学校若しくは中学校」を「小学校、中学校若しくは義務教育学校」に、「市から

」を「国又は地方公共団体から」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の第３条第１項第３号の規定は、令和３年４月１日

から適用する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月３１日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第３１号 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和４３年規則第８号）の一部を次

のように改正する。 

第７条の２第２号中「、収容されている場合」の次に「、同法第６４条の規定による保護処分として少年院に

送致され、収容されている場合、同法第６６条の規定による決定により少年院に収容されている場合」を加える。 

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第３２号 

   和歌山市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則 

 和歌山市消防団員等公務災害補償条例施行規則（平成１８年規則第１１３号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第２号中「、収容されている場合」の次に「、同法第６４条の規定による保護処分として少年院に送致

され、収容されている場合、同法第６６条の規定による決定により少年院に収容されている場合」を加える。 

 別表第４常時介護を要する状態の項中「７３，０９０円」を「７５，２９０円」に改め、同表随時介護を要す

る状態の項中「３６，５００円」を「３７，６００円」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の和歌山市消防団員等公務災害補償条例施行規則の規定は、令和４年４月１日以後の

期間に係る介護補償の額について適用し、同日前の期間に係る介護補償の額については、なお従前の例による。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

【 訓 令 】 
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 和歌山市訓令第１号 

和歌山市副市長事務担任規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和４年３月１８日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

   和歌山市副市長事務担任規程の一部を改正する規程 

 和歌山市副市長事務担任規程（平成２９年訓令第２号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項を次のように改める。 

副市長は、次の区分により事務を担任する。 

富松副市長 

 （１）総務局に属する事務 

 （２）危機管理局に属する事務 

 （３）財政局に属する事務 

 （４）市民環境局に属する事務 

 （５）健康局に属する事務 

（６）福祉局に属する事務 

（７）出納室に属する事務（会計管理者の権限に属する事務を除く。） 

（８）議会に属する事務（議会の権限に属する事務を除く。） 

（９）監査委員に属する事務（監査委員の権限に属する事務を除く。） 

（１０）選挙管理委員会に属する事務（選挙管理委員会の権限に属する事務を除く。） 

（１１）人事委員会に属する事務（人事委員会の権限に属する事務を除く。） 

（１２）固定資産評価審査委員会に属する事務（固定資産評価審査委員会の権限に属する事務を除く。） 

越智副市長 

（１）産業交流局に属する事務 

（２）都市建設局に属する事務 

（３）企業局に属する事務（公営企業管理者の権限に属する事務を除く。） 

（４）消防局に属する事務（消防長の権限に属する事務を除く。） 

 （５）教育委員会に属する事務（教育委員会の権限に属する事務を除く。） 

 （６）農業委員会に属する事務（農業委員会の権限に属する事務を除く。） 

   附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月１８日掲示済）  

 

和歌山市訓令第２号 

和歌山市文書取扱規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和４年３月２５日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市文書取扱規程の一部を改正する規程 

和歌山市文書取扱規程（平成３年訓令第７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号を次のように改める。 

（３）文書 紙文書及び電磁的記録をいう。 

 第２条第４号イ中「公文書」を「もの」に改め、同条中第１４号を第１７号とし、第５号から第１３号までを

３号ずつ繰り下げ、第４号の次に次の３号を加える。  

（５）電磁的記録 公開条例第２条第２号に規定する電磁的記録をいう。 

（６）電磁的記録媒体 電磁的記録に係る記録媒体をいう。 

（７）紙文書 帳簿、伝票、電報、口頭又は電話による事項を記録したもの、図面、記録その他の事務を処理す

るために必要な書類（電磁的記録媒体から出力され、又は採録されたものを含む。）であって、電磁的記録
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 以外のものをいう。 

 第２条に次の１号を加える。 

（１８）電子情報処理システム 市の機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）とその手続等の相

手方の使用に係る電子計算機と電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法、その他の情報通

信技術を利用する方法（電子メールを除く。）により、事務処理を行うことのできる装置をいう。 

第４条（見出しを含む。）中「文書」を「紙文書」に改める。 

第１４条第１号中「文書は」を「紙文書は」に、「文書の」を「紙文書の」に、「文書に」を「紙文書に」に

改め、同号ア中「類する文書」を「類する紙文書」に改め、同号イ中「文書」を「紙文書」に改め、同号ウ中「

一般文書」を「紙文書」に改め、同条第２号中「文書」を「紙文書」に改め、同条第５号中「文書は」を「紙文

書は」に改める。 

 第１５条の見出し中「文書」を「紙文書」に改め、同条中「文書を」を「紙文書を」に改める。 

第２５条中「文書」を「紙文書」に改める。 

 第２９条を次のように改める。 

（電磁的記録の処理等の特例） 

第２９条 電磁的記録は、当該電磁的記録の情報が、電子情報処理システムに記録される場合に限り、当該電子

情報処理システムにより処理することができる。 

２ 前項の規定により処理する場合においては、第１３条、第１４条、第１６条、第１８条、第２０条から前条

まで、第３０条から第３５条まで、第３８条、第４０条の２、第４０条の３及び第４２条の規定は、適用しな

い。 

３ 第１項の規定により処理するときは、法令、条例、規則等別に定めのあるものを除き、あらかじめ総務課長

の承認を得なければならない。  

第３２条第１号中「庁外文書」の次に「（電磁的記録を除く。）」を加える。 

第３４条第１項第２号中「文書を」を「紙文書を」に改め、同条第２項中「文書」を「紙文書」に改める。 

第３８条の見出し中「基準及び分類」を「基準等」に改め、同条中「及び分類」を削り、同条に次の１項を加

える。 

２ 文書分類表の項目の新設、廃止又は内容の変更については、総務課長に協議しなければならない。 

第４０条の見出し中「完結文書」を「紙文書」に改め、同条第１項中「完結文書」を「完結した紙文書」に改

め、同条第２項中「完結文書」を「紙文書」に改める。 

第４０条の次に次の２条を加える。 

（電磁的記録の整理） 

第４０条の２ 文書主任は、完結した電磁的記録を次により整理しなければならない。 

（１）所管課長が指定する組織共用の電磁的記録媒体の組織共用部分に記録すること。 

（２）電磁的記録媒体に年度別かつ分類項目別の領域を設定し、当該領域内に記録すること。 

（３）電磁的記録媒体（外部記憶装置のうち、補助記憶装置と記録媒体が一体でないものに限る。以下この号及

び次号において同じ。）に保存するときは、同一の電磁的記録媒体には、２以上の年度又は分類項目にわた

って記録しないこと。 

（４）電磁的記録媒体の大きさ、量、形態等に応じて、適当な保管庫、箱、袋等に収納するとともに、収納した

保管庫、箱、袋等には、その適当な場所に、完結年度、保存期間、文書分類番号その他所定の事項を記載す

ること。 

（５）電磁的記録のうち保存を行うものについては、前条第１項に準じて編集しなければならない。 

２ 総務課長は、前項の規定により整理した電磁的記録の作成状況について、所管課長に報告を求めることがで

きる。 

 （電磁的記録への変換等） 

第４０条の３ 紙文書は、適当な方法により電磁的記録に変換し、保存することができる。 

２ 前項の規定により保存した電磁的記録を正本として取り扱うときの紙文書は、法令、条例、規則等別に定め

のあるものを除き、写しとして保存するものとする。 
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 ３ 所管課長は、前２項の規定により保存しようとするときは、事前に総務課長に協議しなければならない。 

第４２条に次の１項を加える。 

５ 所管課長は、電磁的記録を保存するに当たっては、記録の毀損、消滅、改ざん、漏えい等が生じないように

厳重に管理し、必要に応じて電磁的記録媒体の交換等を行うことにより、適正かつ確実に利用できる方法で保

存しなければならない。 

 第４６条に次の１項を加える。 

２ 廃棄する電磁的記録については、所管課長が、その記録内容等が不適正に漏えいすることがないよう、電磁

的記録媒体の初期化その他記録媒体の特性に応じて適切な方法により処分しなければならない。 

附 則 

 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市訓令第３号 

 和歌山市幹部連絡会議規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和４年３月３１日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市幹部連絡会議規程の一部を改正する規程 

和歌山市幹部連絡会議規程（昭和４８年達第９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「教育長」の次に「、理事」を加え、「、市長公室参与」を削る。 

  附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市訓令第４号 

 和歌山市政策調整会議規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和４年３月３１日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市政策調整会議規程の一部を改正する規程 

和歌山市政策調整会議規程（昭和６３年訓令第２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「教育長」の次に「、理事」を加え、「、市長公室参与」を削る。 

  附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市訓令第５号 

和歌山市情報化推進委員会規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市情報化推進委員会規程の一部を改正する規程 

和歌山市情報化推進委員会規程（平成１３年訓令第１０号）の一部を次のように改正する。 

別表第１委員の部教育長の項の次に次のように加える。 

理事 

別表第１委員の部市長公室参与の項を削る。 

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  
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【 告 示 】 

 

和歌山市告示第９４号 

 交付要求通知書を送達すべきところ、住所及び居所が明らかでないため送達できないので、和歌山市税条例（

昭和２９年条例第３０号）第１６条の規定により次のとおり告示する。 

 なお、送達すべき交付要求通知書は、納税課において保管し、送達を受けるべき者の申出により交付する。 

令和４年３月１６日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

 （登載省略） 

（令和４年３月１６日掲示済）  

 

和歌山市告示第９５号 

 和歌山市営本町地下駐車場に係る令和４年３月２０日以後の利用料金について、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第９項の規定により承認したので、和歌山市営本町地下駐車場に係る利用料金の額（

令和２年告示第６８号）の一部を次のように改正し、和歌山市営駐車場条例（昭和４６年条例第３９号）第１１

条の２第６項の規定により告示する。 

  令和４年３月１６日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

 定期利用料金の項を次のように改める。 

定期利用料金 

１３，２００円（令和４年３月２０日から同年４月３０日ま

でに定期利用の申込みを行った者（令和３年４月１日から令

和４年３月１９日までに定期利用を行ったことがある者及び

６月未満で定期利用を終了することとなった者を除く。）に

ついては、最初の１月分の利用料金は無料とする。） 

（令和４年３月１６日掲示済）  

 

和歌山市告示第９６号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条の規定に基づき、道路区域を次のように変更し、令和４年３月

１７日から供用を開始する。 

その関係図面は、和歌山市都市建設局道路河川部道路管理課において告示の日から１４日間一般の縦覧に供す

る。 

  令和４年３月１７日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

整理番号 路線名 区域変更の区間 
旧新

別 

延長 

（ｍ） 

幅員 

（ｍ） 

３８－５２ 雑賀５２号線 

和歌山市西浜２丁目３０５番１地先 

～ 

和歌山市西浜２丁目３０５番１地先 

旧   １４．２ 

 ２．６０ 

～ 

 ２．９０ 

新   １４．２  ４．００ 

（令和４年３月１７日掲示済）  

 

和歌山市告示第９７号 

次に係る別紙の者は、その住所及び居所が明らかでないため、督促状の送達ができないので、国民健康保険法

（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２
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 の規定により告示する。 

なお、督促状は、国保年金課において保管し、送達を受けるべき者の申出により交付する。  

令和４年３月１８日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

年度 期（月）別 種別 備考 

令和３年度 第２期 

第３期 

第４期 

第６期 

第７期 

国民健康保険料 督促状の指定納期限を令和４年３月２８日に

変更する。 

 （別紙省略） 

（令和４年３月１８日掲示済）  

 

和歌山市告示第９８号 

次に係る別紙の者は、その住所及び居所が明らかでないため介護保険料督促状の送達ができないので、介護保

険法（平成９年法律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条

の２の規定により告示する。 

なお、送達すべき介護保険料督促状は、介護保険課において保管し、送達を受けるべき者の申出により交付す

る。 

令和４年３月２２日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

年度 期別 種別 備考 

令和３年度 第４期 

第８期 

介護保険料 督促状の指定納付期限を令和４年３月３１日に変更する。 

 （別紙省略） 

（令和４年３月２２日掲示済）  

 

和歌山市告示第９９号 

和歌山市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年条例第９号）第９条第２項の規定に基づき、放置禁

止区域内に放置されていた自転車等を移動し、保管したので、同条例第１０条第１項の規定により告示する。 

令和４年３月２３日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

１ 放置されていた場所及び移動し、保管した年月日 

放置されていた場所 移動し、保管した年月日 

ＪＲ和歌山駅中央口周辺自転車等放置禁止区域 令和４年３月５日及び同月１０日 

ＪＲ和歌山駅東口周辺自転車等放置禁止区域 令和４年３月１５日 

南海和歌山市駅前周辺自転車等放置禁止区域 令和４年３月７日 

南海和歌山大学前駅周辺自転車等放置禁止区域 令和４年３月７日 

２ 移動し、保管した理由 

  和歌山市自転車等の放置の防止に関する条例第９条第２項に該当したため 

３ 保管場所 

  名称 紀和駅前自転車等保管所 

 所在地 和歌山市宇治家裏１６７番１ 

  電話 ４２２－４１００ 

４ 返還を受けるために必要なもの 

（１）自転車等の鍵 
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 （２）住所及び氏名を確認できるもの 

（３）印鑑 

（４）費用 

自転車 １台につき ２，５００円 

原動機付自転車 

普通自動二輪車 

大型自動二輪車 

１台につき ４，０００円 

５ 返還できる日時等 

（１）返還日 

   月曜日から土曜日までの日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日並び

に１月２日、同月３日及び１２月２９日から同月３１日までの日を除く。） 

（２）返還時間 

   午前９時から午後６時まで 

（３）その他 

   （１）及び（２）にかかわらず、天災地変により返還できないときもある。 

６ 問い合わせ先 

  和歌山市都市建設局都市計画部まちなみ景観課 電話 ４３５－１０８２ 

（令和４年３月２３日掲示済）  

 

和歌山市告示第１００号 

和歌山市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年条例第９号）第９条の２第２項の規定に基づき、放

置禁止区域外に放置されていた自転車等を移動し、保管したので、同条例第１０条第１項の規定により告示する。 

令和４年３月２３日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

１ 放置されていた場所及び移動し、保管した年月日 

放置されていた場所 移動し、保管した年月日 

和歌山市内一円市道上及び無料駐輪場 令和４年３月４日、同月７日、同月９日、同月１１

日及び同月１４日 

２ 移動し、保管した理由 

  和歌山市自転車等の放置の防止に関する条例第９条の２第２項に該当したため 

３ 保管場所 

  名称 紀和駅前自転車等保管所 

  所在地 和歌山市宇治家裏１６７番１ 

  電話 ４２２－４１００ 

４ 返還を受けるために必要なもの 

（１）自転車等の鍵 

（２）住所及び氏名を確認できるもの 

（３）印鑑 

（４）費用 

自転車 １台につき ２，５００円 

原動機付自転車 

普通自動二輪車 

大型自動二輪車 

１台につき ４，０００円 

５ 返還できる日時等 

（１）返還日 

   月曜日から土曜日までの日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日並び
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 に１月２日、同月３日及び１２月２９日から同月３１日までの日を除く。） 

（２）返還時間 

   午前９時から午後６時まで 

（３）その他 

   （１）及び（２）にかかわらず、天災地変により返還できないときもある。 

６ 問い合わせ先 

和歌山市都市建設局都市計画部まちなみ景観課 電話 ４３５－１０８２ 

（令和４年３月２３日掲示済）  

 

和歌山市告示第１０１号 

和歌山市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年条例第９号）第１０条第３項の規定に基づき、利用

者又は所有者から引取りのない自転車等を次のとおり処分するので、同条第４項の規定により告示する。 

令和４年３月２３日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

１ 処分理由 

  移動し、保管した旨を告示した日から起算して９０日を経過したが、引取りがないため 

２ 処分年月日 

  令和４年３月２４日 

３ 処分自転車等の放置されていた場所、移動し、保管した年月日及び移動し、保管した旨を告示した年月日 

放置されていた場所 移動し、保管した年月日 
移動し、保管した旨を告

示した年月日 

ＪＲ和歌山駅中央口周辺自転車

等放置禁止区域 

令和３年１１月２０日及び同月２９日 令和３年１２月８日 

ＪＲ和歌山駅東口周辺自転車等

放置禁止区域 

令和３年１１月２６日 令和３年１２月８日 

南海和歌山市駅前周辺自転車等

放置禁止区域 

令和３年１１月１９日 令和３年１２月８日 

和歌山市内一円市道上及び河西

ほほえみセンター 

令和３年１１月１６日及び同月１９日 令和３年１２月８日 

４ 処分自転車等の保管場所 

  名称 紀和駅前自転車等保管所 

  所在地 和歌山市宇治家裏１６７番１ 

  電話 ４２２－４１００ 

（令和４年３月２３日掲示済）  

 

和歌山市告示第１０２号 

和歌山市議会臨時会を次のとおり招集する。 

令和４年３月２４日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

１ 期日 令和４年３月２８日 

２ 場所 和歌山市議会議場 

３ 付議事件 

和歌山県特定複合観光施設区域整備計画に係る同意について 

（令和４年３月２４日掲示済）  

 

和歌山市告示第１０３号 
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  次に係る別紙の者は、その住所及び居所が明らかでないため後期高齢者医療保険料決定（変更）通知書が送達

できないので、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１１２条において準用する地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 なお、送達すべき後期高齢者医療保険料決定（変更）通知書は、保険総務課において保管し、送達を受けるべ

き者の申出により交付する。 

令和４年３月２４日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

年度 種別 

令和３年度 後期高齢者医療保険料 

（別紙省略） 

（令和４年３月２４日掲示済）  

 

和歌山市告示第１０４号 

 次に係る別紙の者は、その住所及び居所が明らかでないため後期高齢者医療保険料督促状が送達できないので、

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１１２条において準用する地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 なお、送達すべき後期高齢者医療保険料督促状は、保険総務課において保管し、送達を受けるべき者の申出に

より交付する。 

令和４年３月２４日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

年度 種別 備考 

令和３年度 後期高齢者医療保険料 納期は、令和４年４月１１日に変更する。 

 （別紙省略） 

（令和４年３月２４日掲示済）  

 

和歌山市告示第１０５号 

次に係る別紙の者は、その住所及び居所が明らかでないため介護保険料納入通知書の送達ができないので、介

護保険法（平成９年法律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２

０条の２の規定により告示する。 

なお、送達すべき介護保険料納入通知書は、介護保険課において保管し、送達を受けるべき者の申出により交

付する。 

令和４年３月２５日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

年度 種別 備考 

令和３年度 介護保険料納入通知書 

介護保険料納入通知書（特別徴収） 

令和３年度第１０期の納期は、令和４年４月４日

に変更する。 

 （別紙省略） 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市告示第１０６号 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項

においてその例による場合を含む。）の規定により指定した介護機関より変更の届出があったので、生活保護法

第５５条の３第２号の規定により次のとおり告示する。 

令和４年３月２５日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    
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届出者

の名称 

主たる事

務所の所

在地 

指定事

業所の

名称 

指定事業所

の所在地 

サービスの種

類 

変更事

項 変更前 変更後 

変更年

月日 

株式会

社たい

よう 

和歌山市

太田６６

７番地１ 

ヘルパ

ーステ

ーショ

ンたい

よう 

和歌山市太

田６６７番

地１ 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生

活支援型訪問

サービス 

開設者

の名称 

有限会社

ヘルパー

ステーシ

ョンたい

よう 

株式会社た

いよう 

令和３

年８月

２７日 

株式会

社たい

よう 

和歌山市

太田６６

７番地１ 

たいよ

うの郷 

和歌山市口

須佐８６－

１３ 

通所介護・地

域密着型通所

介護・予防給

付型通所サー

ビス 

開設者

の名称 

有限会社

ヘルパー

ステーシ

ョンたい

よう 

株式会社た

いよう 

令和３

年８月

２７日 

株式会

社たい

よう 

和歌山市

太田６６

７番地１ 

たいよ

うの風 

和歌山市六

十谷２０８

―１２ サ

ンライト坂

本１Ｆ 

地域密着型通

所介護・予防

給付型通所サ

ービス 

開設者

の名称 

有限会社

ヘルパー

ステーシ

ョンたい

よう 

株式会社た

いよう 

令和３

年８月

２７日 

株式会

社たい

よう 

和歌山市

太田６６

７番地１ 

ケアプ

ランた

いよう 

和歌山市六

十谷８７２

番地 メゾ

ンルピナス

１０６号室 

居宅介護支援 開設者

の名称 

有限会社

ヘルパー

ステーシ

ョンたい

よう 

株式会社た

いよう 

令和３

年８月

２７日 

株式会

社たい

よう 

和歌山市

太田６６

７番地１ 

ヘルパ

ーステ

ーショ

ンたい

ようⅡ 

歌山市六十

谷８７２番

地 メゾン

ルピナス１

０６号室 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生

活支援型訪問

サービス 

開設者

の名称 

有限会社

ヘルパー

ステーシ

ョンたい

よう 

株式会社た

いよう 

令和３

年８月

２７日 

株式会

社ファ

ーコス 

東京都千

代田区神

田練塀町

６８番地

１ ムラ

タヤビル

３階 

ファー

コス薬

局 た

くみ 

和歌山市匠

町２５ ポ

ポロビル１

階 

居宅療養管理

指導・介護予

防居宅療養管

理指導 

開設者

の所在

地 

東京都千

代田区神

田練塀町

６８番地

１ ムラ

タヤビル

２階 

東京都千代

田区神田練

塀町６８番

地１ ムラ

タヤビル３

階 

令和３

年９月

１日 

合同会

社ケア

サポー

トちさ

と 

和歌山市

和田４４

６番地１ 

 福田住

宅３０３

号 

ケアサ

ポート

ちさと 

和歌山市和

田４４６番

地１ 福田

住宅３０３

号 

居宅介護支援 開設者

の所在

地 

和歌山市

打越町４

番２４号 

和歌山市和

田４４６番

地１ 福田

住宅３０３

号 

令和３

年６月

２５日 

合同会

社ケア

サポー

トちさ

と 

和歌山市

和田４４

６番地１  

福田住

宅３０３ 

ケアサ

ポート

ちさと 

和歌山市和

田４４６番

地１ 福田

住宅３０３

号 

居宅介護支援 事業所

の所在

地 

和歌山市

打越町４

番２４号 

和歌山市和

田４４６番

地１ 福田

住宅３０３

号 

令和３

年６月

２５日 
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  号        

有限会

社ホー

ム・ナ

ース 

和歌山市

鳴神５５

－１６ 

ホーム

・ナー

ス 

和歌山市鳴

神７０－１

０ 

訪問看護・介

護予防訪問看

護 

事業所

の所在

地 

和歌山市

鳴神５５

－９ 増

田マンシ

ョン２０

５号室 

和歌山市鳴

神７０－１

０ 

令和３

年１０

月１日 

中井雅

英 

和歌山市

古屋６８

－５ 

なかい

薬局 

和歌山市松

江北７－１

２５９－１

７２ 

居宅療養管理

指導・介護予

防居宅療養管

理指導 

開設者

の所在

地 

和歌山市

西庄１９

１－４ 

和歌山市古

屋６８－５ 

令和３

年１０

月２１

日 

有限会

社和歌

山サン

クリー

ン 

市小路３

０番地１ 

ヘルパ

ーステ

ーショ

ンさく

ら 

和歌山市市

小路１６０

番地２ 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生

活支援型訪問

サービス 

開設者

の所在

地 

和歌山市

松江東３

丁目３番

１０号 

和歌山市市

小路３０番

地１ 

令和２

年１０

月１日 

有限会

社和歌

山サン

クリー

ン 

市小路３

０番地１ 

ヘルパ

ーステ

ーショ

ンさく

ら 

和歌山市市

小路１６０

番地２ 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生

活支援型訪問

サービス 

事業所

の所在

地 

和歌山市

直川１７

９５ 

和歌山市市

小路１６０

番地２ 

令和２

年１０

月１日 

合同会

社きず

な 

和歌山市

馬場２２

４番地の

７ 

ヘルパ

ーステ

ーショ

ン絆 

和歌山市馬

場２２５番

地１０ 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生

活支援型訪問

サービス 

事業所

の名称 

ヘルパー

ステーシ

ョンエレ

ック 

ヘルパース

テーション

絆 

令和３

年１１

月１日 

一般社

団法人

和歌山

県聴覚

障害者

協会 

和歌山市

手平２丁

目１－２ 

なごみ

の手 

和歌山市加

納４０７－

１ 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生

活支援型訪問

サービス 

事業所

の所在

地 

和歌山市

元寺町１

丁目５５

番地 

和歌山市加

納４０７－

１ 

平成３

０年１

２月１

日 

株式会

社春風

会 

和歌山市

和歌浦中

１丁目１

番１５号 

春風会 

わかの

うら居

宅介護

支援事

業所 

和歌山市和

歌浦東４丁

目３番５１

号 

居宅介護支援 事業所

の所在

地 

和歌山市

和歌浦中

１丁目１

番１５号 

和歌山市和

歌浦東４丁

目３番５１

号 

令和４

年１月

１日 

株式会

社屮生 

和歌山市

吉原７４

７－１ 

ヘルパ

ーステ

ーショ

ンよし

はら 

和歌山市吉

原７３５ 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生

活支援型訪問

サービス 

事業所

の所在

地 

和歌山市

吉原７４

７－１ 

和歌山市吉

原７３５ 

平成２

７年１

月１５

日 

有限会

社プラ

ンニン 

和歌山市

福島２４

８－７  

訪問介

護ステ

ーショ 

和歌山市福

島２４８－

７ グリー 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生 

事業所

の所在

地 

和歌山市

六十谷５

８２－２ 

和歌山市福

島２４８－

７ グリー 

令和２

年１２

月１０ 
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 グアレ

ックス 

グリーン

フル小畑

２－Ａ 

ン ぷ

りん 

ンフル小畑

２－Ａ 

活支援型訪問

サービス 

  ンフル小畑

２－Ａ 

日 

株式会

社ＫＩ

ＮＪＩ

ＴＯ 

大阪府大

阪市北区

曾根崎新

地２丁目

６番２４ 

訪問看

護ステ

ーショ

ン ナ

ンバー

ワン 

和歌山市野

崎６２番地

１ 

訪問看護・介

護予防訪問看

護 

開設者

の所在

地 

大阪府貝

塚市小瀬

３０５－

９ 

大阪府大阪

市北区曾根

崎新地２丁

目６番２４ 

令和４

年２月

１日 

株式会

社ＫＩ

ＮＪＩ

ＴＯ 

大阪府大

阪市北区

曾根崎新

地２丁目

６番２４ 

訪問介

護事業

所 ナ

ンバー

ワン 

和歌山市古

屋９７番地

１ ２Ｆ 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生

活支援型訪問

サービス 

開設者

の所在

地 

大阪府貝

塚市小瀬

３０５－

９ 

大阪府大阪

市北区曾根

崎新地２丁

目６番２４ 

令和４

年２月

１日 

株式会

社ＫＩ

ＮＪＩ

ＴＯ 

大阪府大

阪市北区

曾根崎新

地２丁目

６番２４ 

デイサ

ービス 

ライフ

サイズ

のざき 

和歌山市野

崎６２番地

１ 

地域密着型通

所介護・予防

給付型通所サ

ービス 

開設者

の所在

地 

大阪府貝

塚市小瀬

３０５－

９ 

大阪府大阪

市北区曾根

崎新地２丁

目６番２４ 

令和４

年２月

１日 

医療法

人藤民

病院 

和歌山市

塩屋３丁

目６番２

号 

藤民病

院 介

護医療

院 さ

くらの

家ふじ

たみ 

和歌山市塩

屋３丁目６

番２号 

介護医療院サ

ービス・短期

入所療養介護

・介護予防短

期入所療養介

護 

事業所

の名称 

藤民病院 

介護医療

院 

藤民病院 

介護医療院 

さくらの家

ふじたみ 

令和２

年１１

月２日 

社会福

祉法人 

喜成会 

和歌山市

北野１２

８番地 

喜成会

ホーム

ヘルプ

サービ

ス有本 

和歌山市有

本１２７－

１ 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生

活支援型訪問

サービス 

事業所

の名称 

喜成会ホ

ームヘル

プサービ

ス六十谷 

喜成会ホー

ムヘルプサ

ービス有本 

令和３

年１１

月１ 

日 

株式会

社ここ

ろりん

く 

和歌山市

梶取１４

８番地６

４ ヴィ

ラージュ

梶取Ｄ 

こころ

りんく 

和歌山市梶

取１４８番

地６４ ヴ

ィラージュ

梶取Ｄ 

居宅介護支援 開設者

の所在

地 

和歌山市

木ノ本３

８３番地

１ 

和歌山市梶

取１４８番

地６４ ヴ

ィラージュ

梶取Ｄ 

令和３

年７月

１日 

株式会

社ここ

ろりん

く 

和歌山市

梶取１４

８番地６

４ ヴィ

ラージュ

梶取Ｄ 

こころ

りんく 

和歌山市梶

取１４８番

地６４ ヴ

ィラージュ

梶取Ｄ 

居宅介護支援 事業所

の所在

地 

和歌山市

木ノ本３

８３番地

１ 

和歌山市梶

取１４８番

地６４ ヴ

ィラージュ

梶取Ｄ 

令和３

年７月

１日 

株式会

社ここ

ろりん 

和歌山市

梶取１４

８番地６ 

こころ

りんく 

和歌山市梶

取１４８番

地６４ ヴ 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生 

開設者

の所在

地 

和歌山市

木ノ本３

８３番地 

和歌山市梶

取１４８番

地６４ ヴ 

令和３

年７月

１日 
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 く ４ ヴィ

ラージュ

梶取Ｄ 

 ィラージュ

梶取Ｄ 

活支援型訪問

サービス 

 １ ィラージュ

梶取Ｄ 

 

株式会

社ここ

ろりん

く 

和歌山市

梶取１４

８番地６

４ ヴィ

ラージュ

梶取Ｄ 

こころ

りんく 

和歌山市梶

取１４８番

地６４ ヴ

ィラージュ

梶取Ｄ 

訪問介護・予

防給付型訪問

サービス・生

活支援型訪問

サービス 

事業所

の所在

地 

和歌山市

木ノ本３

８３番地

１ 

和歌山市梶

取１４８番

地６４ ヴ

ィラージュ

梶取Ｄ 

令和３

年７月

１日 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市告示第１０７号 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項

においてその例による場合を含む。）の規定により指定した介護機関から廃止の届出があったので、生活保護法

第５５条の３第２号の規定により次のとおり告示する。 

  令和４年３月２５日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

届出者の名

称 

主たる事務所の所在

地 

指定事業所の名

称 

指定事業所の

所在地 
サービスの種類 

廃止年月

日 

株式会社タ

イコー堂薬

局本店 

大阪府泉南郡熊取町

野田２丁目１２番８

号 

タイコー堂薬局

柳通り店 

和歌山市蔵小

路１５－２ 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

８月３１

日 

株式会社タ

イコー堂薬

局本店 

大阪府泉南郡熊取町

野田２丁目１２番８

号 

タイコー堂薬局

直川店 

和歌山市直川

９５４－１ 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

８月３１

日 

株式会社タ

イコー堂薬

局本店 

大阪府泉南郡熊取町

野田２丁目１２番８

号 

タイコー堂薬局

太田南店 

和歌山市太田

３８－１４ 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

８月３１

日 

株式会社三

原色 

和歌山県有田郡湯浅

町大字湯浅１７８０ 

エバグリーン薬

局新中島店 

和歌山市新中

島１２４ 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

９月３０

日 

株式会社三

原色 

和歌山県有田郡湯浅

町大字湯浅１７８０ 

エバグリーン薬

局塩屋店 

和歌山市塩屋

５丁目６７－

１ 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

１０月３

１日 

総合メディ

カル株式会

社 

福岡市中央区天神２

丁目１４番８号 

レディース調剤

薬局 

和歌山市三葛

３０５－１ 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

９月３０

日 

株式会社三

原色 

和歌山県有田郡湯浅

町大字湯浅１７８０ 

エバグリーン薬

局宮街道店 

和歌山市秋月

２２７―２ 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

１０月３

１日 

株式会社三

原色 

和歌山県有田郡湯浅

町大字湯浅１７８０ 

エバグリーン薬

局高松店 

和歌山市東高

松３丁目８４

－１ 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

１１月３

０日 

株式会社三

原色 

和歌山県有田郡湯浅

町大字湯浅１７８０ 

エバグリーン薬

局広瀬店 

和歌山市元寺

奉行丁２丁目 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療 

令和３年

１１月３ 
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    ６６ 養管理指導 ０日 

株式会社エ

ーシー 

兵庫県尼崎市東大物

町１丁目５番３０号 

のぞみ薬局日赤

前店 

和歌山市吹上

２丁目４番４

６号 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

１１月３

０日 

有限会社河

西薬局 

和歌山市島橋東ノ丁

２４３－６７ 

有限会社河西薬

局 

和歌山市狐島

２４３ 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

１０月３

１日 

谷山雅之 和歌山市和佐関戸１

０４－２ 

たにやまクリニ

ック 

和歌山市和佐

関戸２４４－

４ 

居宅療養管理指導

・介護予防居宅療

養管理指導 

令和３年

１２月３

１日 

株式会社春

風会 

和歌山市和歌浦中１

丁目１番１５号 

ハル訪問看護ス

テーション 

和歌山市和歌

浦東４丁目３

番５１号 

訪問看護・介護予

防訪問看護 

令和３年

９月３０

日 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市告示第１０８号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条の規定に基づき、道路区域を次のように変更し、令和４年３月

２８日から供用を開始する。 

その関係図面は、和歌山市都市建設局道路河川部道路管理課において告示の日から１４日間一般の縦覧に供す

る。 

  令和４年３月２８日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

整理番号  路線名 区域変更の区間 
旧新

別 

延長 

（ｍ） 

幅員 

（ｍ） 

１６－７６ 杭ノ瀬神前線 

和歌山市杭ノ瀬２１番１０地先 

～ 

和歌山市杭ノ瀬２１番５地先 

旧 １９．０ 

３．２０ 

～  

３．５０ 

新 １９．０ 

４．３０ 

～  

４．５０ 

２３－１２２ 楠見１２２号線 

和歌山市平井２５番１地先 

～ 

和歌山市平井２５番２地先 

旧 ６．７ ７．７０ 

新 ６．７ ２１．００ 

２５－３８ 岡崎３８号線 

和歌山市西１３８０番３地先 

～ 

和歌山市西１３８０番３地先 

旧 ２８．０ 

３．４０ 

～  

３．５０ 

新 ２８．０ ４．３０ 

３７－１８ 直川紀伊線 

和歌山市北野１０９１番地先 

～ 

和歌山市北野１１３２番地先 

旧 １３３．８ 

２．５０ 

～  

３．４０ 

新 １３３．８ 

３．５０ 

～  

４．００ 

３７－７９ 黒岩北野線 和歌山市北野４２９番１地先 

旧 ５５．８ 

３．７０ 

～  

４．２０ 
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～ 

和歌山市北野４２３番２地先 新 ５５．８ 

４．５０ 

～  

５．００ 

３９－９ 雑賀崎９号線 

和歌山市雑賀崎５９８番地先 

～ 

和歌山市雑賀崎６１０番地先 

旧 ３２．６ 

２．８０ 

～  

６．５０ 

新 ３２．６ 

６．５０ 

～  

８．５５ 

（令和４年３月２８日掲示済）  

 

和歌山市告示第１０９号 

令和４年３月３０日から道路の供用を開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の

規定により、次のとおり告示し、その関係図面を、和歌山市都市建設局道路河川部道路管理課において告示の日

から１４日間一般の縦覧に供する。 

  令和４年３月３０日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

整理番号  路線名 区域変更の区間 
旧新

別 

延長 

（ｍ） 

幅員 

（ｍ） 

３８－１８ 雑賀１８号線 

和歌山市松ヶ丘２丁目１９６番１地先 

～ 

和歌山市西浜２丁目２１２番１地先 

旧 ７２．４ 

３．００ 

～  

４．１０ 

新 ７２．４ 

３．５０ 

～  

６．１０ 

（令和４年３月３０日掲示済）  

 

和歌山市告示第１１０号 

  令和４年３月３０日市議会臨時会において議決された令和３年度補正予算の要領を、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２１９条第２項の規定により、別添のとおり公表する。 

    令和４年３月３１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市告示第１１１号 

 市県民税普通徴収督促状及び固定資産税・都市計画税督促状を別紙の者に送付したところ、住所又は居所が明

らかでないため送達できないので和歌山市税条例（昭和２９年条例第３０号）第１６条の規定により告示する。 

 なお、送達すべき督促状は、納税課において保管し、送達を受けるべき者の申出により交付する。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

 （別紙省略） 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市告示第１１２号 

 和歌山市文化財保護条例（昭和４１年条例第１６号）第３条第１項の規定により、次の文化財を令和４年３月

３１日に和歌山市指定文化財として指定したので、同条第４項の規定により告示する。 
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   令和４年３月３１日 

                                 和歌山市長  尾 花 正 啓    

名称 種類 員数 所在地 所有者 

多宝
たほう

小 塔
しょうとう

 美術工芸品 １基
き

 和歌山市紀三井寺 宗教法人護国院 

弁才天
べんざいてん

十五
じゅうご

童子
どうじ

像
ぞう

 

附
つけたり

 扁額
へんがく

 

歴史資料 １具
ぐ

 

１面
めん

 

和歌山市加太 宗教法人常行寺 

和歌山
わかやま

城
じょう

天守閣
てんしゅかく

銅
どう

鯱
しゃち

 美術工芸品 １件 和歌山市一番丁 和歌山市 

和歌
わ か

祭
まつり

の奉納
ほうのう

芸能
げいのう

 無形民俗 １件 和歌山市和歌浦 和歌祭保存会 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市告示第１１３号 

  次の書類に係る別紙の者は、その住所及び居所が明らかでないためその書類の送達ができないので、国民健康

保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０

条の２の規定により告示する。 

 なお、送達すべき書類は、国保年金課において保管し、送達を受けるべき者の申出により交付する。 

  令和４年３月３１日 

                                                         和歌山市長  尾 花 正 啓    

年度 種別 備考 

令和３年度 国民健康保険料更正通知書 納期は、令和４年４月２５日に変更する。 

 （別紙省略） 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

【 公 告 】 

 

和歌山市和歌山大学前駅周辺土地区画整理事業の事業計画の変更を認可したので、土地区画整理法（昭和２９

年法律第１１９号）第３９条第４項の規定により、次のとおり公告する。 

令和４年３月１６日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

１ 組合の名称 和歌山市和歌山大学前駅周辺土地区画整理組合 

２ 事務所の所在地 和歌山市中６３６番地の３ 

３ 設立認可の年月日 平成１２年８月４日 

４ 施行地区 和歌山市中の一部 

５ 事業施行期間 平成１２年８月４日から令和６年３月３１日まで 

６ 変更認可の年月日 令和４年３月１４日 

                                   （令和４年３月１６日掲示済）  

 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号による道路の位置を次のとおり指定する。 

令和４年３月１７日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

指定年月日 

指定番号 
道路名 道路の位置 道路の延長及び幅員 

令和４年３月１４日 

第１２５号 

県道沖野々森小手穂線 和歌山市相坂字西広見

５８８番４ 外 

延長 １０．９１ｍ 

幅員 １０．７５ｍ 
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 （令和４年３月１７日掲示済）  

 

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定

に基づき公告する。 

  令和４年３月２２日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

開発区域又は工区に含まれる地域の名称 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

和歌山市吉原字上塚１５５番５、１５６番

５ 

和歌山市布引９１７番地２７ プロメナーデ名草１０１ 

吉村允志 

和歌山市朝日字曽垣田９６３番３ 和歌山市桑山１６番地１ 

大野典彦 

和歌山市朝日字曽垣田９６３番６ 和歌山市神前１１２番地１ ガーデンハイツＤ棟１０１号 

楠木啓斗 

和歌山市神前１１２番地１ ガーデンハイツＤ棟１０１号 

楠木亜依 

（令和４年３月２２日掲示済）  

 

都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条の２の規定に基づき、都市公園を次のとおり設置し、令和４年

３月２７日からその供用を開始する。 

  令和４年３月２５日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

名称 位置 区域 供用開始の期日 

京橋親水公園 和歌山市福町３８番 別図のとおり 令和４年３月２７日 

別図 

 
（令和４年３月２５日掲示済）  

 

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定

に基づき公告する。 

令和４年３月２８日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    
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開発区域又は工区に含まれる地域の名称 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

和歌山市楠本字下島１８４番、１８５番 和歌山市楠本１８３番地１ 

和歌山西部運輸株式会社 

代表取締役 入口泰明 

（令和４年３月２８日掲示済）  

 

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定

に基づき公告する。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

開発区域又は工区に含まれる地域の名称 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

和歌山市新在家字百姓目４７番１の一部、４７番４、５１

番２ 

和歌山市黒田１丁目２番１７号 

アズマハウス株式会社 

代表取締役 東 行男 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

予防接種法（昭和２３年法律第６８号）附則第７条第１項の規定に基づき、新型コロナウイルス感染症の予防

接種を次のとおり実施するので、予防接種法施行令（昭和２３年政令第１９７号）第５条の規定により公告する。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市保健所 

所長  西 尾 信 宏    

１ 対象者 

  和歌山市に居住する５歳以上の者   

２ 実施場所及び期間 

（１）実施場所 集合契約締結医療機関 

（２）実施期間 令和３年２月１７日から令和４年９月３０日まで 

３ 使用するワクチン 

（１）コロナウイルス修飾ウリジンＲＮＡワクチン（ＳＡＲＳ－ＣｏＶ－２）（令和３年２月１４日にファイザ

ー株式会社が医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４

５号。以下「法」という）第１４条の承認を受けたものに限る。） 

（２）コロナウイルス修飾ウリジンＲＮＡワクチン（ＳＡＲＳ－ＣｏＶ－２）（令和３年５月２１日に武田薬品

工業株式会社が法第１４条の承認を受けたものに限る。） 

（３）コロナウイルス（ＳＡＲＳ－ＣｏＶ－２）ワクチン（遺伝子組換えサルアデノウイルスベクター）（令和

３年５月２１日にアストラゼネカ株式会社が法第１４条の承認を受けたものに限る。） 

（４）コロナウイルス修飾ウリジンＲＮＡワクチン（ＳＡＲＳ－ＣｏＶ－２）（令和４年１月２１日にファイザ

ー株式会社が法第１４条の承認を受けたものに限る。） 

ただし、（１）及び（２）については、対象者のうち５歳以上１２歳未満の者に対して行う接種においては使

用しないこと。（３）については、対象者のうち５歳以上１８歳未満の者に対して行う接種においては使用しな

いこととし、また、必要がある場合を除き、１８歳以上４０歳未満の者に対して行う接種においては使用しない

こと。（４）については、対象者のうち１回目の接種時において１２歳以上の者に対して行う接種においては使

用しないこと。 

 追加接種を行う場合においては、（１）及び（２）に掲げるワクチンを使用することとし、この場合  にお

いて、（１）については、対象者のうち５歳以上１２歳未満の者に対して行う接種には使用しないこととし、（

２）については、対象者のうち５歳以上１８歳未満の者に対して行う接種には使用しないこと。 

（令和４年３月３１日掲示済）  
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【 人 事 委 員 会 規 則 】 

 

和歌山市人事委員会処務規則の一部を改正する規則を公布する。 

 令和４年３月３１日 

和歌山市人事委員会委員長  水 野 八 朗    

和歌山市人事委員会規則第１号 

   和歌山市人事委員会処務規則の一部を改正する規則 

 和歌山市人事委員会処務規則（平成１１年人事委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第２項中「職員主任相談員」の次に「、副主幹」を加える。 

   附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市職員の任用に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

 令和４年３月３１日 

和歌山市人事委員会委員長  水 野 八 朗    

和歌山市人事委員会規則第２号 

和歌山市職員の任用に関する規則の一部を改正する規則 

 和歌山市職員の任用に関する規則（平成１１年人事委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。 

別表第１の２のア行政職給料表等級別職務分類表５級の項中「職員相談員」を「東京事務所長、職員相談員」

に改め、同表６級の項中「職員相談員」を「東京事務所長（班長級の東京事務所長を除く。）、職員相談員」に

改め、「東京事務所長、」を削り、「統括保健師」を「副統括保健師」に改め、同表７級の項中「企画専門主幹

」の次に「、法務専門主幹」を、「収集センター長」の次に「、統括保健師」を加える。 

別表第１の２のエ福祉保健職給料表等級別職務分類表５級の項中「、副統括保健師」を削る。 

別表第１の２のオ再任用職員給料表等級別職務分類表４級の項中「面接相談専門員」を「環境対策専門員、面

接相談専門員」に改め、同表５級の項中「連絡所長を除く。）」の次に「、環境対策専門員（主査級の環境対策

専門員を除く。）」を加える。 

  附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

【 教 育 委 員 会 訓 令 】 

 

和歌山市教育委員会訓令第１号 

和歌山市教育委員会文書取扱規程の一部を改正する規程を定める。 

 令和４年３月２８日 

                                  和歌山市教育委員会 

教育長  阿 形 博 司    

   和歌山市教育委員会文書取扱規程の一部を改正する規程 

 和歌山市教育委員会文書取扱規程（平成６年教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号中「から出力又は採録され、文書化された」を「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの（

以下「電磁的記録」という。）に係る記録媒体をいう。以下同じ。）に記録された電磁的記録を用紙に出力した

」に改め、同条第４号中「教育機関（学校を除く。以下同じ」を「教育委員会が所管する教育機関（和歌山市立
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 和歌山高等学校以外の学校を除く。以下「教育機関」という」に改め、同号イ中「和歌山市民図書館、和歌山市

立博物館その他の」を削り、「公文書」を「もの」に改める。 

 第１３条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とし、第５号を第４号とする。 

 第１４条第１号ウ中「市長の機関」を「事務局の内部組織及び教育機関の」に改める。 

第２９条中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削り、同条の次に次の１条を加える。 

（インターネットを利用して収受した電磁的記録についての特例） 

第２９条の２ インターネットを利用して処理すべき事務として教育政策課長が指定したものに係る電磁的記録

で、インターネットを通じて収受したものについては、第１３条、第１４条、第１６条から第２８条まで、第

３０条から第３５条まで、第４０条、第４１条及び第４３条の規定は適用しない。 

第４０条第１項中「完結文書」を「完結した公文書（電磁的記録であるものを除く。次項において「完結公文

書」という。）」に改め、同条第２項中「完結文書」を「完結公文書」に改め、同条の次に次の２条を加える。 

 （完結電磁的記録の整理等） 

第４０条の２ 文書主任は、完結した電磁的記録である公文書（以下「電磁的公文書」という。）を次により整

理しなければならない。 

（１）所管課長が指定する組織共用の電磁的記録媒体の組織共用部分に記録すること。 

（２）電磁的記録媒体に会計年度別かつ分類項目別の領域を設定し、当該領域内に記録すること。 

（３）電磁的記録媒体（外部記憶装置のうち、補助記憶装置と記録媒体が一体でないものに限る。以下この号及

び次号において同じ。）に保存するときは、同一の電磁的記録媒体には、２以上の年度又は分類項目にわた

って電磁的記録を記録しないこと。 

（４）電磁的記録の電磁的記録媒体の大きさ、量、形態等に応じて、適当な保管庫、箱、袋等に収納するととも

に、収納した保管庫、箱、袋等には、その適当な場所に、完結年度、保存期間、文書分類番号その他所定の

事項を記載すること。 

２ 文書主任は、所管課長が保存を行うものと指定した電磁的記録を、前条第１項の規定に準じて編集しなけれ

ばならない。 

３ 教育政策課長は、第１項の規定により整理した電磁的公文書の作成状況について、所管課長に報告を求める

ことができる。 

（電磁的記録への変換等） 

第４０条の３ 所管課長は、文書を適当な方法により電磁的記録として保存することができる。 

２ 所管課長は、前項の規定により保存した電磁的記録を正本として取り扱うこととした場合においては、法令、

条例、規則等別に定めのあるものを除き、文書を写しとして保存するものとする。 

３ 所管課長は、前２項の規定により電磁的記録又は文書を保存しようとするときは、事前に教育政策課長に協

議しなければならない。 

第４２条第１項中「保存文書」を「保存する公文書（電磁的記録であるものを除く。以下この条において「保

存公文書」という。）」に改め、同条第３項及び第４項中「保存文書」を「保存公文書」に改め、同条に次の１

項を加える。 

５ 所管課長は、電磁的公文書を保存する場合は、当該電磁的記録の毀損、消滅、改ざん、漏えい等が生じない

ように厳重に管理し、必要に応じて電磁的記録媒体の変換等を行うことにより、適正かつ確実に利用できる方

法で保存しなければならない。 

第４６条に後段として次のように加える。 

この場合において、電磁的公文書については、それを記録する電磁的記録媒体の初期化その他当該電磁的記

録媒体の特性に応じた方法によらなければならない。 

附 則 

 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月２８日掲示済）  
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【 教 育 委 員 会 告 示 】 

 

和歌山市教育委員会告示第５号 

 和歌山市教育委員会臨時会を次のとおり開催することとし、招集したので告示する。 

令和４年３月２４日 

                                   和歌山市教育委員会 

                                   教育長  阿 形 博 司    

１ 日時 令和４年３月２５日（金） 午後６時００分から 

２ 場所 和歌山市七番丁２３番地 

     和歌山市役所１１階 教育委員室 

３ 事案 

（１）和歌山市教育委員会文書取扱規程の一部改正について 

（２）和歌山市民図書館運営審議会委員の任命について 

（３）人事案件について 

（４）その他 

（令和４年３月２４日掲示済）  

 

【 企 業 局 規 程 】 

 

和歌山市企業局文書取扱規程の一部を改正する規程を公布する。 

  令和４年３月２５日 

和歌山市公営企業管理者  瀬 崎 典 男    

和歌山市企業局規程第１号 

和歌山市企業局文書取扱規程の一部を改正する規程 

和歌山市文書取扱規程（平成５年水道局規程第４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号を次のように改める。 

（３）文書 紙文書及び電磁的記録をいう。 

 第２条中第１３号を第１６号とし、第５号から第１３号までを３号ずつ繰り下げ、第４号の次に次の３号を加

える。  

（５）電磁的記録 公開条例第２条第２号に規定する電磁的記録をいう。 

（６）電磁的記録媒体 電磁的記録に係る記録媒体をいう。 

（７）紙文書 帳簿、伝票、電報、口頭又は電話による事項を記録したもの、図面、記録その他の事務を処理す

るために必要な書類（電磁的記録媒体から出力され、又は採録されたものを含む。）であって、電磁的記録

以外のものをいう。 

 第２条に次の１号を加える。 

（１７）電子情報処理システム 局の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）とその手続等の相手方の使

用に係る電子計算機と電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法、その他の情報通信技術を

利用する方法（電子メールを除く。）により、事務処理を行うことのできる装置をいう。 

第４条（見出しを含む。）中「文書」を「紙文書」に改める。 

第７条中「水道総務課長」を「企業総務課長」に改める。 

第１３条第１号中「文書は」を「紙文書は」に、「文書の」を「紙文書の」に、「文書に」を「紙文書に」に

改め、同号ア中「類する文書」を「類する紙文書」に改め、同号イ中「軽易な文書」を「軽易な紙文書」に改め、

同号ウ中「一般文書」を「紙文書」に改め、同条第２号中「文書」を「紙文書」に改め、同条第５号中「文書は

」を「紙文書は」に改める。 
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  第１４条の見出し中「文書」を「紙文書」に改め、同条中「文書を」を「紙文書を」に改める。 

第２４条中「文書」を「紙文書」に改める。 

第２７条中「第２６条」を「前条」に改める。 

 第２８条を次のように改める。 

（電磁的記録の処理等の特例） 

第２８条 電磁的記録は、当該電磁的記録の情報が、電子情報処理システムに記録される場合に限り、当該電子

情報処理システムにより処理することができる。 

２ 前項の規定により処理する場合においては、第１２条、第１３条、第１５条、第１７条、第１９条から前条

まで、第２９条から第３４条まで、第３６条、第３８条の２、第３８条の３及び第４０条の規定は、適用しな

い。 

３ 第１項の規定により処理するときは、法令、条例、規程等別に定めのあるものを除き、あらかじめ企業総務

課長の承認を得なければならない。 

第３１条第１号中「庁外文書」の次に「（電磁的記録を除く。）」を加える。 

第３３条第２項中「文書」を「紙文書」に改める。 

第３６条の見出し中「基準及び分類」を「基準等」に改め、同条中「及び分類」を削り、同条に次の１項を加

える。 

２ 文書分類表の項目の新設、廃止又は内容の変更については、企業総務課長に協議しなければならない。 

第３８条の見出し中「完結文書」を「紙文書」に改め、同条第１項中「完結文書」を「完結した紙文書」に改

め、同条第２項中「完結文書」を「紙文書」に改める。 

第３８条の次に次の２条を加える。 

（電磁的記録の整理） 

第３８条の２ 文書主任は、完結した電磁的記録を次により整理しなければならない。 

（１）所管課長が指定する組織共用の電磁的記録媒体の組織共用部分に記録すること。 

（２）電磁的記録媒体に年度別かつ分類項目別の領域を設定し、当該領域内に記録すること。 

（３）電磁的記録媒体（外部記憶装置のうち、補助記憶装置と記録媒体が一体でないものに限る。以下この号及

び次号において同じ。）に保存するときは、同一の電磁的記録媒体には、２以上の年度又は分類項目にわた

る電磁的記録を記録しないこと。 

（４）電磁的記録媒体の大きさ、量、形態等に応じて、適当な保管庫、箱、袋等に収納するとともに、収納した

保管庫、箱、袋等には、その適当な場所に、完結年度、保存期間、文書分類番号その他所定の事項を記載す

ること。 

（５）電磁的記録のうち保存を行うものについては、前条第１項に準じて編集しなければならない。 

２ 企業総務課長は、前項の規定により整理した電磁的記録の作成状況について、所管課長に報告を求めること

ができる。 

 （電磁的記録への変換等） 

第３８条の３ 紙文書は、適当な方法により電磁的記録に変換し、保存することができる。 

２ 前項の規定により保存した電磁的記録を正本として取り扱うときの紙文書は、法令、条例、規程等別に定め

のあるものを除き、写しとして保存するものとする。 

３ 所管課長は、前２項の規定により保存しようとするときは、事前に企業総務課長に協議しなければならない。 

第４０条に次の１項を加える。 

５ 所管課長は、電磁的記録を保存するに当たっては、記録の毀損、消滅、改ざん、漏えい等が生じないように

厳重に管理し、必要に応じて電磁的記録媒体の交換等を行うことにより、適正かつ確実に利用できる方法で保

存しなければならない。 

 第４６条に次の１項を加える。 

２ 廃棄する電磁的記録については、所管課長が、その記録内容等が不適正に漏えいすることがないよう、電磁

的記録媒体の初期化その他記録媒体の特性に応じて適切な方法により処分しなければならない。 

附 則 
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  この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月２５日掲示済）  

 

和歌山市公営企業会計規程の一部を改正する規程を公布する。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市公営企業管理者  瀬 崎 典 男    

和歌山市企業局規程第２号 

和歌山市公営企業会計規程の一部を改正する規程 

 和歌山市公営企業会計規程（昭和３９年水道局規程第１１号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第２節 月次決計算（第１４３条・第１４４条）」を「第２節 月次決算（第１４３条・第１４４条

）」に改める。 

 第２条中「および」を「及び」に改める。 

 第２章の章名を次のように改める。 

第２章 伝票及び帳簿並びに勘定科目 

 第７条中「かかる」を「係る」に改める。 

 第９条第２項中「１事件ごとに」を「取引の発生の都度」に改め、同項ただし書を削り、同条第３項を次のよ

うに改める。 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合は２以上の取引をまとめて伝票を作成することができる。 

（１）同日に現金（現金に代るべき証券を含む。）を収納し、収入伝票を発行する場合 

（２）同日に現金を支出し、支出伝票を発行する場合 

（３）同日に現金の収納又は現金の支出以外の取引が発生し、振替伝票を発行する場合 

 第９条に次の１項を加える。 

４ 過誤その他の理由により既に発行した伝票の訂正を必要とする場合は、訂正のための伝票を発行しなければ

ならない。 

 第１２条第１項第１号及び第２号を次のように改める。 

（１）資金前渡・概算払整理簿 

（２）企業債台帳 

 第１２条第１項第４号から第８号までを次のように改める。 

（４）有価証券整理簿 

（５）貯蔵品台帳 

（６）固定資産台帳 

（７）収入予算執行整理簿 

（８）支出予算執行整理簿 

 第１４条第１号中「または」を「又は」に改め、同条第４号中「および」を「及び」に、「または」を「又は

」に改める。 

 第１７条を次のように改める。 

 （支出伺書及び伝票の科目） 

第１７条 支出伺書兼振替伝票、支出負担行為書兼支出伺書兼振替伝票及び支出伺書（払出）（以下「支出伺書

」という。）並びに伝票の科目は、予算科目又は勘定科目によつて記載するものとする。ただし、予算の執行

を伴わない場合においては予算科目の記載を省略する。 

 第２０条中「払出伺書、還付伺書、調定伺書」を「調定伺書、調定減額伺書」に改める。 

 第２１条第３項中「かかる」を「係る」に改める。 

 第２４条第１項中「および」を「及び」に改める。 

 第２８条第１項中「収入の調定を更正」を「、調定をした後において収入の調定を更正」に、「調定変更伺書

」を「直ちにその更正の理由に基づく増加額又は減少額に相当する金額について調定伺書又は調定減額伺書」に

改め、同条第２項中「調定変更伺書」を「調定伺書又は調定減額伺書」に改める。 
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  第３０条第４項中「または」を「又は」に、「および」を「及び」に改める。 

 第３６条中「支払理由発生の都度、支出伺書」を「支払理由が発生したときは、直ちに支出伺書」に改める。 

 第４０条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定に基づく審査の結果、支払いをすることが適当であると認めるときは、経理課長は支出伺書に基

づいて振替伝票を発行しなければならない。ただし、即時代金を支払うものについては、この限りではない。 

 第４１条中「その支払前」を「、その支払前」に、「、過誤その他の理由によつて支出の取消し又は更正を要

するものがあるとき」を「過誤その他の理由により既に発行した支出伺書の取消し又は更正を必要とする場合」

に改め、「支出伺取消書により」を削る。 

 第４２条第１項第１号中「第４０条」を「第４０条第１項」に改める。 

 第４５条第３項中「小切手振出整理簿」を「支払整理簿」に改める。 

 第４８条第１項中「および」を「及び」に改める。 

 第５５条第３項及び第４項中「資金前渡整理簿」を「資金前渡・概算払整理簿」に改める。 

 第５７条第１項第１号及び第２号中「資金前渡金精算書」を「精算書」に改め、同条第２項中「戻入通知書に

より」を削る。 

 第６１条第１項中「概算払整理簿」を「資金前渡・概算払整理簿」に改め、同条第２項中「概算払精算書」を

「精算書」に改める。 

第６４条中「通知」を「報告」に改める。 

 第６５条中「調書」を「第４０条第２項の規定」に改める。 

 第６６条中「所管課長」を「所管課長及び契約課長」に、「返納依頼伝票」を「返納依頼伝票兼物品返納伝票

」に、「庫出依頼伝票」を「庫出依頼伝票兼物品庫出伝票」に、「処理し、契約課長はこれにより物品返納伝票

又は物品庫出伝票を発行した上で」を「処理した上で」に改める。 

 第６７条中「または」を「又は」に改める。 

 第３章第６節の節名を次のように改める。 

第６節 前受金、預り金及び預り有価証券 

 第６８条第１号に次のように加える。 

   ウ 前受下水道料金 

 第６９条第１号アを次のように改める。 

   ア 預り保証金 

 第６９条第１号イ及びウを削り、同条第２号アを次のように改める。 

   ア 預り諸税 

 第７０条第１項中「、管理者に保証金納付書を提出した後」を削る。 

 第７１条第２項中「請求書の決裁により、印鑑を照合して正当な受取人である」を「請求書が提出されたとき

は、保証金の還付理由が成立している」に、「領収書と引き換えに」を「保証金を」に改める。 

 第７５条中「行なう」を「行う」に改め、同条第１号中「または」を「又は」に改め、同条第２号中「行なつ

た」を「行つた」に改める。 

 第７７条第１項中「行なう」を「行う」に改める。 

 第８０条中「ただちに」を「直ちに」に改める。 

 第８１条第１項第１号中「および」を「及び」に改め、同条第２項第１号中「または」を「又は」に改める。 

 第８８条中「行なう」を「行う」に改め、同条第１号中「および」を「及び」に、「または」を「又は」に改

め、同条第３号中「もしくは」を「若しくは」に、「または」を「又は」に改め、同条に次の１号を加える。 

（５）その他のたな卸資産 管理者がたな卸資産と認めたもの 

 第８９条中「および」を「及び」に、「としては」を「として」に改める。 

 第９１条の見出しを「（物品取扱主任及び物品取扱員の事務引継）」に改め、同条第１項中「物品取扱主任お

よび物品取扱員」を「物品取扱主任又は物品取扱員」に、「その成行および引継年月日」を「その成行及び引継

年月日」に改め、同条第２項中「および」を「又は」に改める。 

 第４章第２節の節名を次のように改める。 



           和歌山市公報（号外第７号）  令和４年（２０２２年）３月３１日 

 

－59－ 

     第２節 準備計画及び購入 

 第９７条中「発注書兼検収書」を「物品（修繕）検収書」に改める。 

 第１００条（見出しを含む。）中「取得価格」を「取得価額」に改め、同条第２号中「見積り価格」を「見積

り価額」に改める。 

 第１０１条（見出しを含む。）中「庫出価格」を「庫出価額」に改める。 

 第１０２条の見出しを「（庫出依頼伝票兼物品庫出伝票及び返納依頼伝票兼物品返納伝票）」に改め、同条第

１項中「物品庫出伝票」を「庫出依頼伝票兼物品庫出伝票」に、「物品返納伝票」を「返納依頼伝票兼物品返納

伝票」に改め、同条第２項「庫出及び返納伝票」を「庫出依頼伝票兼物品庫出伝票及び返納依頼伝票兼物品返納

伝票」に改める。 

第１０４条中「庫出依頼伝票」を「庫出依頼伝票兼物品庫出伝票」に改める。 

第１０５条中「返納依頼伝票」を「返納依頼伝票兼物品返納伝票」に改める。 

 第１０８条中「または」を「又は」に改める。 

 第１０９条第１項中「または」を「又は」に改める。 

 第１１１条の見出しを「（貯蔵品の出納及び受払区分）」に改め、同条中「および」を「及び」に改め、同条

第２号中「または」を「又は」に改める。 

 第１１３条中「および」を「及び」に、「または」を「又は」に改める。 

 第１１５条中「行ない」を「行い」に改める。 

 第１１６条中「当つて」を「当たつて」に、「および」を「及び」に改める。 

 第１１７条第１項中「当つて」を「当たつて」に、「および」を「及び」に改める。 

 第１２３条中「または」を「又は」に改める。 

 第１２４条（見出しを含む。）中「取得価格」を「取得価額」に改め、同条第１号中「かかる」を「係る」に、

「および」を「及び」に改め、同条第２号中「または」を「又は」に、「かかる」を「係る」に、「および」を

「及び」に改め、同条第３号中「かかる」を「係る」に、「価格」を「帳簿価額」に、「または」を「又は」に

改める。 

 第１２７条第１項中「行い、精算書を管理者に提出しなければ」を「行わなければ」に改める。 

 第１３５条中「価格」を「価額」に、「減価償却引当金を」を「帳簿原価から減価償却累計額を」に改める。 

 第１３６条中「土地、電話加入権、建設仮勘定を除く資産」を「有形固定資産（土地及び建設仮勘定を除く。

）及び無形固定資産（電話加入権を除く。）」に改める。 

 第１３７条第１項中「または」を「又は」に、「行なう」を「行う」に改める。 

 第１３８条の見出し及び同条第１項中「残存価格」を「残存価額」に改め、同条第２項中「残存価格」を「残

存価額」に、「帳簿価格」を「帳簿価額」に改める。 

 第１４０条の４中「規則第５５条第２号」を「規則第５５条第１号及び第２号」に改める。 

 第１４１条中「および」を「及び」に改める。 

 第１４２条中「行なわなければ」を「行わなければ」に改める。 

 第１４５条に次の１号を加える。 

（５）その他必要な整理  

 第１５０条（見出しを含む。）中「予算見積書」を「予算要求書」に改める。 

 第１５４条中「または」を「又は」に、「および」を「及び」に改める。 

 第１５６条第２項中「各課長」を「所管課長」に、「予算流用伺書を」を「その予算流用について」に改め、

同条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定に基づいて決裁を受けたときは、所管課長は、経理課長に通知しなければならない。 

 第１５７条中「および」を「及び」に、「または」を「又は」に改める。 

 第１５８条中「各課長」を「所管課長」に、「予備費補充伺書を」を「その予備費の充当について」に改め、

同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定に基づいて決裁を受けたときは、所管課長は、経理課長に通知しなければならない。 

 第１６１条中「、繰越計算書」を「繰越計算書」に、「翌年度」を「、翌年度」に改める。 
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  別表第２中 

「 

                                    」 

「 

 

 

 

                                    」 

「 

                                    」 

「 

                                    」 

「 

                                     

 

 

                                    」 

「 

                                     

 

 

                                     

                                    」 

「 

                                     

 

 

                                    」 

「 

                                     

 

 

                                     

                                    」 

「 

                                     

  」 

「 

                                     

                                    」 

「 

                                    」 

「 

                                     

                                    」 

 

３ 振替伝票 ８－１ を 

３ 

３の２ 

３の３ 

３の４ 

振替伝票 

収入伝票一覧表 

支出伝票一覧表 

振替伝票一覧表 

８－１ 

９－３ 

９－３ 

９－３ 

に、 

６ 償還台帳 １２－１ を 

６ 企業債台帳 １２－１ に、 

１１ 

１２ 

１２の２ 

１２の３ 

支出予算整理簿 

支出伺書 

支出負担行為書兼支出伺書（納付・還付） 

支出負担行為書兼支出伺書 

１２－１ 

１７ 

１７ 

１７ 

 

を 

１１ 

１１の２ 

１２ 

１２の２ 

１２の３ 

収入予算執行整理簿 

支出予算執行整理簿 

支出伺書兼振替伝票 

支出負担行為書兼支出伺書兼振替伝票 

支出伺書（払出） 

１２－１ 

１２－１ 

１７ 

１７ 

１７ 

 

に、 

１３ 

 

１３の２ 

 

調定伺書 

 

調定変更伺書 

２０ 

２７ 

２０ 

２８ 

 

を 

１３ 

 

 

１３の２ 

 

調定伺書 

 

 

調定減額伺書 

２０ 

２７ 

２８ 

２０ 

２８ 

 

に、 

１６ 

１６の２ 

払込書 

払込書兼領収証書 

２９－２ 

２９－２ 

 

を 

１６ 

１６の２ 

払込書兼領収証書 

削除 

２９－２ 

削除 

 

に、 

１８の３ 収納金引継書 ３２－５ 

 

を 

１８の３ 

 

収納金引継書・引継領収証書 ３２－３ 

３２－５ 

 

に、 
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 「 

  

 

 

 

                                     

 

 

 

                                    」 

「 

                                     

                                     

 

 

 

 

 

  

                                    」 

「 

                                    」 

「 

                                    」 

「 

                                     

                                    」 

「 

                                     

                                    」 

「 

                                     

                                     

 

 

 

 

 

                                    」 

「 

                                     

                                     

 

 

 

 

１９の２ 

１９の２の２ 

１９の３ 

１９の３の２ 

１９の４ 

１９の５ 

１９の６ 

１９の７ 

１９の８ 

支出負担行為伺書（一般） 

変更支出負担行為伺書（一般） 

起工伺書 

起工変更伺書（金額・工期） 

支出負担行為書（一般） 

支出負担行為書（工事・委託） 

変更支出負担行為書（一般） 

変更支出負担行為書（工事・委託） 

支出伺取消書 

３５－３ 

３５－３ 

３５－３ 

３５－３ 

３５－３ 

３５－３ 

３５－３ 

３５－３ 

４１ 

 

を 

１９の２ 

１９の２の２ 

１９の３ 

１９の３の２ 

１９の４ 

１９の５ 

１９の６ 

１９の７ 

１９の８ 

支出負担行為伺書（一般） 

変更支出負担行為伺書（一般） 

起工伺書 

起工変更伺書 

支出負担行為書（一般） 

支出負担行為書（工事・委託） 

変更支出負担行為書（一般） 

変更支出負担行為書（工事・委託） 

削除 

３５の３ 

３５の３ 

３５の３ 

３５の３ 

３５の３ 

３５の３ 

３５の３ 

３５の３ 

削除 

 

に、 

２２ 小切手振出整理簿 ４５－３ を 

２２ 支払整理簿 ４５－３ 

 

に、 

２８ 

２８の２ 

口座振替依頼書 

口座振替依頼書（指定払） 

５３ 

５３ 

 

を 

２８ 

２８の２ 

口座振替依頼書 

削除 

５３ 

削除 

 

に、 

２９ 

３０ 

 

３１ 

３１の２ 

３２ 

 

３３ 

口座振替通知書 

資金前渡整理簿 

 

資金前渡精算書 

戻入通知 

概算払整理簿 

 

概算払精算書 

５３ 

１２－１ 

５５－３ 

５７－１ 

５７－２ 

１２－１ 

６１－１ 

６１－２ 

 

を 

２９ 

３０ 

 

 

 

３１ 

 

口座振替通知書 

資金前渡・概算払整理簿 

 

 

 

精算書 

 

４９ 

１２－１ 

５５－３ 

５５－４ 

６１－１ 

５７－１ 

６１－２ 

 

に、 
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                                    」 

「 

                                     

                                     

 

 

 

 

 

 

                                    」 

「 

                                     

                                     

 

 

 

 

 

 

                                     

 

 

 

 

                                    」 

「 

                                    」 

「 

                                    」 

「 

                                     

 

 

                                    」 

「 

                                     

 

 

                                    」 

「 

                                     

                                    」 

３６ 

３６の２ 

３６の３ 

３７ 

３７の２ 

３７の３ 

３８ 

３９ 

３９の２ 

返納依頼伝票 

物品返納伝票 

物品返納受領書 

庫出依頼伝票 

物品庫出伝票 

物品庫出引渡書 

払出伺書 

保証金納付書（現金の場合） 

保証金納付書（有価証券の場合） 

６６ 

６６ 

６６ 

６６ 

６６ 

６６ 

６９ 

７０－１ 

７０－１ 

 

を 

３６ 

 

 

３６の２ 

３６の３ 

３７ 

 

 

３７の２ 

３７の３ 

３８ 

３９ 

 

３９の２ 

返納依頼伝票兼物品返納伝票 

 

 

削除 

削除 

庫出依頼伝票兼物品庫出伝票 

 

 

削除 

削除 

削除 

受領書 

 

削除 

６６ 

１０２ 

１０５ 

削除 

削除 

６６ 

１０２ 

１０４ 

削除 

削除 

削除 

７０－３ 

７１－３ 

削除 

 

に、 

４０の３ 還付伺書 ７１－２ を 

４０の３ 削除 削除 

 

に、 

４２の２ 

４２の３ 

４３ 

４３の２ 

支出負担行為書（物品） 

支出負担行為取消書 

発注書兼検収書 

物品払出書 

９４－１ 

９４－１ 

９７ 

９７ 

 

を 

４２の２ 

４２の３ 

４３ 

４３の２ 

支出負担行為書（物品等） 

削除 

物品（修繕）検収書 

削除 

９４－１ 

削除 

９７ 

削除 

 

に、 

４４の２ 

４４の３ 

工事契約台帳 

庫入伝票一覧表 

９８ 

１０３ 

 

を 

３１の２ 

３２ 

３３ 

削除 

削除 

削除 

削除 

削除 

削除 
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 「 

                                     

 

                                    」 

「 

                                    」 

「 

 

                                    」 

「 

                                     

                                    」 

「 

                                     

                                    」 

「 

                                    」 

「 

                                    」 

「 

                                     

 

 

                                     

                                    」 

「 

                                     

 

」 

「 

                                     

                                    」 

「 

                                     

                                    」 

 第１号様式から第３号様式までを次のように改める。 

 

 

 

 

４４の２ 

４４の２の２ 

４４の３ 

工事契約台帳 

委託契約台帳 

削除 

９８ 

９８ 

削除 

 

に、 

４５ たな卸明細表 １１５ を 

４５ 

 

たな卸明細表 

 

１１５ 

１１８ 
に、 

５２ 

５３ 

当初予算見積書 

補正予算見積書 

１５０ 

１５４ 

 

を 

５２ 

５３ 

当初予算要求書 

補正予算要求書 

１５０ 

１５４ 

 

に、 

５６ 債務負担行為予算要求書 １５０ を 

５６ 債務負担行為予算要求書 １５２ に、 

５７の２ 

５８ 

 

５８の２ 

 

予算配当（事業）替伺書 

予算流用（繰戻）伺書 

 

予備費充当伺書 

 

１５５－２ 

１５６－２ 

１５８ 

１５６－２ 

１５８ 

を 

５７の２ 

５８ 

５８の２ 

予算配当（事業）替通知書 

予算流用（繰戻）通知書 

予備費充当通知書 

１５５の２ 

１５６ 

１５８ 

 

に、 

５９ 

 

繰越説明書・継続費繰越説明書 １６０－１ 

１６２－２ 

 

を 

５９ 

 

繰越説明書・継続費繰越説明書 １６０ 

１６２ 

 

に改める。 
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第３号様式の次に次の３様式を加える。 



           和歌山市公報（号外第７号）  令和４年（２０２２年）３月３１日 

 

－67－ 
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 第６号様式を次のように改める。 
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 第９号様式から第１１号様式までを次のように改める。 
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           和歌山市公報（号外第７号）  令和４年（２０２２年）３月３１日 
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 第１１号様式の次に次の１様式を加える。 
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 第１２号様式から第１３号様式の２までを次のように改める。 
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 第１６号様式を次のように改める。 
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 第１６号様式の２を削る。 

 第１９号様式の２から第１９号様式の７までを次のように改める。 
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           和歌山市公報（号外第７号）  令和４年（２０２２年）３月３１日 

 

－87－ 
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 第１９号様式の８を削る。 

第２８号様式から第３１号様式までを次のように改める。 
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 第２８号様式の２ 削除 



           和歌山市公報（号外第７号）  令和４年（２０２２年）３月３１日 

 

－95－ 
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           和歌山市公報（号外第７号）  令和４年（２０２２年）３月３１日 

 

－98－ 
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 第３１号の２様式を削る。 

 第３２号様式及び第３３号様式を次のように改める。 

第３２号様式及び第３３号様式 削除 

 第３６号様式を次のように改める。 
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－101－ 

 第３６号様式の２及び第３６号様式の３を削る。 

 第３７号様式を次のように改める。 
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－103－ 

 第３７号様式の２及び第３７号様式の３を削る。 

 第３８号様式及び第３９号様式を次のように改める。 

第３８号様式 削除 
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－105－ 

 第３９号様式の２を削る。 

 第４０号様式及び第４０号様式の２を次のように改める。 
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－108－ 

 第４０号様式の３を削る。 

 第４２号様式及び第４２号様式の２を次のように改める。 
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－110－ 
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－111－ 

 第４２号様式の３を削る。 

 第４３号様式を次のように改める。 
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－113－ 

 第４３号様式の２を削る。 

 第４４号様式の２を次のように改める。 
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－114－ 

 

 

 

第４４号様式の２の次に次の１様式を加える。 
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－116－ 

 第４４号様式の３を削る。 

 第４５号様式を次のように改める。 
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第５０号様式及び第５０号様式の２を次のように改める。 
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第５２号様式及び第５３号様式を次のように改める。 
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－121－ 

 

 

 

 

 

第５７号様式の２から第５８号様式の２までを次のように改める。 
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 附 則 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、現に存するこの規程による改正前の和歌山市公営企業会計規程の様式による用紙は、

この規程による改正後の和歌山市公営企業会計規程の規定にかかわらず、当分の間なおこれを使用することが

できる。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市企業局事務決裁規程の一部を改正する規程を公布する。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市公営企業管理者  瀬 崎 典 男    

和歌山市企業局規程第３号 

和歌山市企業局事務決裁規程の一部を改正する規程 

和歌山市企業局事務決裁規程（平成１１年水道局規程第４号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 次の表に掲げる組織の長は、別表第１共通決裁事項の一般に関する事項及び人事に関する事項並びに別表第

２個別決裁事項の当該組織に関する事項について課長とみなして当該規定を適用する。ただし、決裁責任者が

部長以上のときは、当該組織の属する課の課長の決定を受けた上で回付しなければならない。 

組織名 

営業課量水器班 出島浄水場 六十谷第１・第２浄水場 和歌川終末処理場 北部終末処理場 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第８号イ及びウを次のように改める。 

イ ウ以外の物品

の購入 

１００万円

未満のもの 

５００万円

未満のもの 

５００万円

以上のもの 

    ○ １００万円

以上のもの 

ウ 単価契約を結

んでいる物品の

購入 

○     ○（直接購

入できる物

品を除く。

） 

 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第１０号ア及びイを次のように改める。 

ア イ以外の物品

の購入 

１００万円

未満のもの 

５００万円

未満のもの 

１，０００

万円未満の

もの 

１，０００

万円以上の

もの 

  ○（直接購

入できる物

品を除く。

） 

１００万円

以上のもの 

イ 単価契約を結

んでいる物品の

購入 

○     ○（直接購

入できる物

品を除く。

） 

 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第１１号ア及びイを次のように改める。 

ア イ以外の物品

の購入 

１００万円

未満のもの 

５００万円

未満のもの 

１，０００

万円未満の

もの 

１，０００

万円以上の

もの 

  ○（直接購

入できる物

品を除く。

） 

１００万円

以上のもの 

イ 単価契約を結

んでいる物品の

購入 

○     ○（直接購

入できる物

品を除く。

） 

 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第１３号ア及びイを次のように改める。 

ア イ以外の物品 １００万円 ５００万円 １，０００ １，０００   ○（直接購 １００万円 
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 の購入 未満のもの 未満のもの 万円未満の

もの 

万円以上の

もの 

 入できる物

品を除く。

） 

以上のもの 

イ 単価契約を結

んでいる物品の

購入 

○     ○（直接購

入できる物

品を除く。

） 

 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第１６号ア及びイを次のように改める。 

ア イ以外の委託

料 

１００万円

未満のもの 

１，０００

万円未満の

もの 

３，０００

万円未満の

もの 

３，０００

万円以上の

もの 

○ ５０万円以

上の随意契

約のもの 

１，０００

万円以上の

もの 

イ 建設工事に係

る調査・設計業

務委託料 

１００万円

未満のもの 

１，０００

万円未満の

もの 

３，０００

万円未満の

もの 

３，０００

万円以上の

もの 

○ ○ １，０００

万円以上の

もの 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第１９号アを次のように改める。 

ア イ以外の修繕 １００万円

未満のもの 

５００万円

未満のもの 

１，０００

万円未満の

もの 

１，０００

万円以上の

もの 

○ ○ ５００万円

以上のもの 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第２２号中イを削り、同号ウを同号イとし、同項第２５

号を次のように改める。 

（２５）薬品費 ア イ以外

の薬品の

購入 

１００万

円未満の

もの 

５００万

円未満の

もの 

５００万

円以上の

もの 

  ○ ○ １００万円以

上のもの 

イ 単価契

約を結ん

でいる薬

品の購入 

○     ○（直

接購入

できる

物品を

除く。

） 

 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第２６号を次のように改める。 

（２６）材料費 ア イ以外

の材料の

購入 

１００万

円未満の

もの 

５００万

円未満の

もの 

５００万

円以上の

もの 

  ○ ○ １００万円以

上のもの 

イ 単価契

約を結ん

でいる材

料の購入 

○     ○（直

接購入

できる

物品を

除く。

） 

 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第４１号アを次のように改める。 

ア イ以外の物品

の購入 

１００万円

未満のもの 

５００万円

未満のもの 

１，０００

万円未満の

もの 

１，０００

万円以上の

もの 

○ ○ 

 

１００万円

以上のもの 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第４２号アを次のように改める。 

ア イ以外の物品

の購入 

１００万円

未満のもの 

５００万円

未満のもの 

１，０００

万円未満の 

１，０００

万円以上の 

○ ○ １００万円

以上のもの 
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    もの もの    

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第２項第４３号アを次のように改める。 

ア イ以外の物品

の購入 

１００万円

未満のもの 

５００万円

未満のもの 

１，０００

万円未満の

もの 

１，０００

万円以上の

もの 

○ ○ １００万円

以上のもの 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第５項第６号を次のように改める。 

（６）行政財産

の目的外使用

の許可 

更新のも

の又は定

例のもの 

 新規のも

の 

 ○  新規のも

の 

別表第１共通決裁事項の財務に関する事項の表第６項中第８号を削り、第９号を第８号とし、第１０号から第

１９号までを１号ずつ繰り上げる。 

別表第１共通決裁事項の表備考４中「ウ」を「イ」とし、同備考を同表備考５とし、同表備考３中「（８）の

イの（イ）、（１０）のアの（イ）、（１６）のアの（イ）及びイの（イ）、（１９）のアの（イ）、（２２）

のイ、」及び「、（４１）のアの（イ）、（４２）のアの（イ）並びに（４３）のアの（イ）」を削り、同備考

を同表備考４とし、同表備考２中「（２支出負担行為（実施伺いを含む。）に関すること（８）のイの（イ）、

（１０）のアの（イ）、（１１）のアの（イ）、（１３）のアの（イ）、（１６）のイの（イ）、（１９）のア

の（イ）、（２２）のイ、（２５）のアの（イ）、（２６）のアの（イ）、（４１）のアの（イ）、（４２）の

アの（イ）及び（４３）のアの（イ）」を「（１収入に関すること（（１）、（２）、（４）、（５）、（６）

のア、（７）、（８）のイ、（９）のア及びイ、（１０）のウ、（１１）のイ、（１２）並びに（１３）に限る。

）」に改め、「合議するとともに、同表の規定により、指定合議先に」を削り、同備考を同表備考３とし、同表

備考１の次に次のように加える。 

２ この表の規定にかかわらず、各課からの依頼により契約課で競争入札に付し、その結果をもって各課で契

約をするものは、別途契約確定の伺いを必要とする。 

別表第２個別決裁事項の経営管理部に関する事項の表契約課の項第６号中「業者選定、入札等に関すること。

」を「入札を行うこと。」に改め、同項第１２号中「業務委託の業者選定、入札等に関すること。」を「業務委

託及び賃貸借に係る入札を行うこと。」に改め、同項第１３号を同項第１４号とし、同項第１２号の次に次の１

号を加える。 

１３ 工事及び建設コンサ

ルタント業務並びに物品

の購入及び修繕の契約（

単価契約を除く。）を締

結すること。 

５００万円

未満のもの 

５００万円

以上のもの 

 

   

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

 

和歌山市企業局組織規程の一部を改正する規程を公布する。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市公営企業管理者  瀬 崎 典 男    

和歌山市企業局規程第４号 

和歌山市企業局組織規程の一部を改正する規程 

和歌山市企業局組織規程（平成１２年水道局規程第２号）の一部を次のように改正する。 

第４条の３第２項第１号イ中「並びにそれらに係る実施設計」を削る。 

   附 則 

 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  
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和歌山市企業局水道技術管理者規程の一部を改正する規程を公布する。 

  令和４年３月３１日 

和歌山市公営企業管理者  瀬 崎 典 男    

和歌山市企業局規程第５号 

和歌山市企業局水道技術管理者規程の一部を改正する規程 

 和歌山市企業局水道技術管理者規程（平成１８年規程第１号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「平成２４年条例第７５号」の次に「。以下「条例」という。」を加える。 

 第４条の見出しを「水道技術管理補助者の設置等」に改め、同条第１項中「させるため、補助者を置くことが

できる」を「し、当該職務の円滑な処理を図るため、水道技術管理補助者（以下「技術管理補助者」という。）

を置く」に改め、同条第２項中「第２条第１項各号」を「技術管理補助者は、第２条第１項各号」に改め、「は、

当該所掌する職務について補助者となるものとする」を「をもって充てる」に改め、同条第３項及び第４項中「

補助者」を「技術管理補助者」に改める。 

 第５条を第６条とし、第４条の次に次の１条を加える。 

 （職務代理者） 

第５条 技術管理者が事故その他の事由により不在のときは、技術管理補助者のうち、条例第４条に定める資格

を有する者の中から、公営企業管理者が技術管理者の職務代理者を指名する。 

 第６条中「和歌山市企業局文書」の次に「取扱」を、「専決者（専決区分の課長に限る。）」の次に「の」を

加える。 

   附 則 

 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月３１日掲示済）  

  

【 企 業 局 告 示 】 

 

和歌山市企業局告示第７号 

 和歌山市排水設備等指定工事店条例（平成１３年条例第２６号）第２条第２項の規定により排水設備等指定工

事店として令和４年３月１８日付けで新たに指定したので、同条例第１８条第１号の規定により告示する。 

  令和４年３月１８日 

                           和歌山市公営企業管理者  瀬 崎 典 男    

指定工事店番号 指定工事店名 所在地 代表者名 

第９４７号 高田住設 和歌山市岩橋１０８１－７ 高田庄吾 

第９４８号 株式会社サニービルド 和歌山市鳴神２４８－７ 進藤良太 

第９４９号 武尚 和歌山市栄谷９７６－２６ 奥田武志 

第９５０号 有限会社日翔開発 和歌山市田尻１９８ 代表取締役 藤本悠貴 

第９５１号 株式会社ＲｅＲ 和歌山市八番丁９ 代表取締役 白井康祐 

第９５２号 ヤマトクリーンサービス 和歌山市北島４６６－１ 山田武志 

第９５３号 日化メンテナンス株式会社 

阪和営業所 

和歌山市六十谷１８０－２５ 所長 鳴神俊基 

（令和４年３月１８日掲示済）  

 

和歌山市企業局告示第８号 

 公共下水道の供用及び終末処理場による下水の処理を開始するので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第

９条の規定に基づき、次のとおり告示する。 

 なお、その関係図書は、告示の日から２週間、和歌山市企業局経営管理部営業課において一般の縦覧に供する。 
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 令和４年３月１８日 

和歌山市公営企業管理者  瀬 崎 典 男    

１ 公共下水道の供用開始 

（１）供用を開始すべき年月日 

   令和４年４月１日 

（２）下水を排除すべき区域 

  ア 中央終末処理場に下水を排除すべき区域 

小雑賀１丁目、小雑賀２丁目、今福５丁目、紀三井寺、西浜３丁目、新高町の各一部 

イ 北部終末処理場に下水を排除すべき区域 

加太、島橋北ノ丁、松江の各一部 

（３）供用を開始しようとする排水施設の位置 

前号表示の区域内 

（４）供用を開始しようとする排水施設 

分流式 今福５丁目、紀三井寺、西浜３丁目、新高町、加太、島橋北ノ丁、松江の各一部 

合流式 小雑賀１丁目、小雑賀２丁目の各一部 

２ 終末処理場による下水の処理の開始 

（１）下水の処理を開始すべき年月日 

   令和４年４月１日 

（２）下水を処理すべき区域 

   前項第２号で下水を排除すべき区域とした表示の区域 

（３）下水の処理を開始しようとする終末処理場の位置及び名称 

  ア 和歌山市三葛５１０番地の１ 中央終末処理場 

  イ 和歌山市本脇６５３番地の２ 北部終末処理場 

（令和４年３月１８日掲示済）  

 

和歌山市企業局告示第９号 

交付要求通知書を送達すべきところ、住所及び居所が明らかでないため送達できないので、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２３１条の３第４項の規定によりその例によることとされている地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

なお、送達すべき交付要求通知書は営業課において保管し、送達を受けるべき者の申出により交付する。 

令和４年３月２９日 

和歌山市公営企業管理者  瀬 崎 典 男    

 （登載省略） 

（令和４年３月２９日掲示済）  

 

【 消 防 局 訓 令 】 

 

消防局訓令第２号 

 和歌山市消防吏員服装規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和４年３月２２日 

                              和歌山市消防局長  𠮷 野 楠 哉    

   和歌山市消防吏員服装規程の一部を改正する規程 

 和歌山市消防吏員服装規程（平成７年消防局訓令第５号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第４号中「救急衣」を「感染防護衣」に改める。 

   附 則 
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  この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月２２日掲示済）  

 

消防局訓令第３号 

 和歌山市消防文書取扱規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和４年３月２５日 

和歌山市消防局長  𠮷 野 楠 哉    

和歌山市消防文書取扱規程の一部を改正する規程 

和歌山市消防文書取扱規程（平成４年消防局訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号を次のように改める。 

（３）文書 紙文書及び電磁的記録をいう。 

 第２条第４号イ中「公文書」を「もの」に改め、同条中第１３号を第１６号とし、第５号から第１２号までを

３号ずつ繰り下げ、第４号の次に次の３号を加える。  

（５）電磁的記録 公開条例第２条第２号に規定する電磁的記録をいう。 

（６）電磁的記録媒体 電磁的記録に係る記録媒体をいう。 

（７）紙文書 帳簿、伝票、電報、口頭又は電話による事項を記録したもの、図面、記録その他の事務を処理す

るために必要な書類（電磁的記録媒体から出力され、又は採録されたものを含む。）であって、電磁的記録

以外のものをいう。 

 第２条に次の１号を加える。 

（１７）電子情報処理システム 市の機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）とその手続等の相

手方の使用に係る電子計算機と電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法、その他の情報通

信技術を利用する方法（電子メールを除く。）により、事務処理を行うことのできる装置をいう。 

第４条（見出しを含む。）中「文書」を「紙文書」に改める。 

第１３条第１号中「文書は」を「紙文書は」に、「文書の」を「紙文書の」に、「文書に」を「紙文書に」に

改め、同号ア及びイ中「文書」を「紙文書」に改め、同条第２号中「文書」を「紙文書」に改め、同条第５号中

「文書は」を「紙文書は」に改める。 

第１４条の見出し中「到達文書」を「到達紙文書」に改め、同条第１項中「文書は」を「紙文書は」に、「指

令班員」を「指令課員」に改め、同条第２項中「文書を」を「紙文書を」に、「当該文書」を「当該紙文書」に

改める。 

 第１５条の見出し中「文書」を「紙文書」に改め、同条中「文書を」を「紙文書を」に改める。 

第２６条中「文書」を「紙文書」に改める。 

第２９条中「第２８条」を「前条」に改める。 

 第３０条を次のように改める。 

（電磁的記録の処理等の特例） 

第３０条 電磁的記録は、当該電磁的記録の情報が、電子情報処理システムに記録される場合に限り、当該電子

情報処理システムにより処理することができる。 

２ 前項の規定により処理する場合においては、第１２条、第１３条、第１６条、第１８条、第２０条から第２

２条まで、第２４条から前条まで、第３１条から第３６条まで、第３８条第２項、第４０条の２、第４０条の

３及び第４２条の規定は、適用しない。 

３ 第１項の規定により処理するときは、法令、条例、規則等別に定めのあるものを除き、あらかじめ総務課長

の承認を得なければならない。  

第３３条第１項中「庁外文書」の次に「（電磁的記録を除く。）」を加える。 

第３５条第２号中「文書」を「紙文書」に改める。 

第３８条第２項中「基準及び分類」を「基準等」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 文書分類表の項目の新設、廃止又は内容の変更については、総務課長に協議しなければならない。 

第４０条の見出し中「完結文書」を「紙文書」に改め、同条第１項中「完結文書」を「完結した紙文書」に改
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 め、同条第２項中「完結文書」を「紙文書」に改める。 

第４０条の次に次の２条を加える。 

（電磁的記録の整理） 

第４０条の２ 文書主任は、完結した電磁的記録を次により整理しなければならない。 

（１）所属長が指定する組織共用の電磁的記録媒体の組織共用部分に記録すること。 

（２）電磁的記録媒体に年度別かつ分類項目別の領域を設定し、当該領域内に記録すること。 

（３）電磁的記録媒体（外部記憶装置のうち、補助記憶装置と記録媒体が一体でないものに限る。以下この号及

び次号において同じ。）に保存するときは、同一の電磁的記録媒体には、２以上の年度又は分類項目にわた

って記録しないこと。 

（４）電磁的記録媒体の大きさ、量、形態等に応じて、適当な保管庫、箱、袋等に収納するとともに、収納した

保管庫、箱、袋等には、その適当な場所に、完結年度、保存期間、文書分類番号その他所定の事項を記載す

ること。 

（５）電磁的記録のうち保存を行うものについては、前条第１項に準じて編集しなければならない。 

２ 総務課長は、前項の規定により整理した電磁的記録の作成状況について、所属長に報告を求めることができ

る。 

 （電磁的記録への変換等） 

第４０条の３ 紙文書は、適当な方法により電磁的記録に変換し、保存することができる。 

２ 前項の規定により保存した電磁的記録を正本として取り扱うときの紙文書は、法令、条例、規則等別に定め

のあるものを除き、写しとして保存するものとする。 

３ 所属長は、前２項の規定により保存しようとするときは、事前に総務課長に協議しなければならない。 

第４２条に次の１項を加える。 

５ 所属長は、電磁的記録を保存するに当たっては、記録の毀損、消滅、改ざん、漏えい等が生じないように厳

重に管理し、必要に応じて電磁的記録媒体の交換等を行うことにより、適正かつ確実に利用できる方法で保存

しなければならない。 

 第４６条に次の１項を加える。 

２ 廃棄する電磁的記録については、所属長が、その記録内容等が不適正に漏えいすることがないよう、電磁的

記録媒体の初期化その他記録媒体の特性に応じて適切な方法により処分しなければならない。 

附 則 

 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年３月２５日掲示済）  


